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オートバックスセブンの未来共創アプローチ ─長期持続的な成長に向けて─

2050未来共創アプローチ

5ヵ年ローリングプラン
お客様がクルマを利用するシーンに合わせた

さまざまなサービスをネットワークを通じて提供する
P17, P18

社会・クルマ・人のくらしと向き合い、
明るく元気な未来をつくります。

私たちの元気の源泉はお客様の声。
一日一日を積み重ね、個人も企業も

成長し、輝きつづけます。
2018年1月31日策定

オートバックスチェン 経営理念

オートバックスは
常にお客様に最適なカーライフを提案し

豊かで健全な車社会を
創造することを使命とします。

オートバックスセブングループの役員および従業員は、あらゆる企業活動の
実践において、すべてのステークホルダーの方々と信頼関係を深めながら、
ともに成長していくことを目指すとともに、「行動規範と行動指針」を遵守します。

WEB  行動規範・行動指針
https://www.autobacs.co.jp/ja/company/absvision.html

私たちのありたい姿

Professional & Friendly
当社は、さまざまなステークホルダーから、

「プロフェッショナル」な存在として認められ、
「フレンドリー」で信頼される集団として、

地域・社会に貢献し続ける企業を目指します。

オートバックスセブン ビジョン

理念

行動規範・行動指針

安全・安心 体験・発見 自己表現

お客様に提供する3つの価値

推進に向けた重要視点  P06

お客様との
接点を増やす取り組み

P06, P07

環境変化への
能動的な対応

P08, P09

人づくりのための
取り組み

P10

事業環境認識  P15

名称の定義　当レポートに記載されている「オートバックスセブン」は原則として単体を、「オートバックスセブングループ」または「当社グループ」は連結を示しています。「オートバックス
チェン」 は、連結の国内オートバックス事業および、フランチャイズ加盟法人を示しています。「オートバックスグループ」は、連結およびフランチャイズ加盟法人を示しています。

https://www.autobacs.co.jp/ja/company/absvision.html
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トップメッセージ

これからも、“挑戦”することを大切に
オートバックスグループは常に新たな価値を提供し続け
お客様と社会にとってなくてはならない
100年続く企業グループを目指します。

代表取締役 社長執行役員　堀井 勇吾
　2022年6月に代表取締役 社長執行役員に就任
いたしました堀井です。よろしくお願い申し上げます。
　当社は、1947年の創業以来、車を通じた「社会
の交通の安全とお客様の豊かな人生の実現」を使
命に、日本の急速なモータリゼーションの発展の中
で、車に関する商品とサービスを提供し続けてまい
りました。
　自動車産業を取り巻く環境は、過去に類を見ない
ほど大きな変革期を迎えておりますが、当社はこれ
をビジネスチャンスと捉え、オートバックス事業の
さらなる進化に加え、さまざまな事業領域への取り
組みを迅速、果断な意思決定により進化させ、確実
な成長へとつなげてまいります。
　すでに、オートバックスチェンにおいては「小売業
としての進化、小売業からの進化」を目指す姿とし
て掲げ、オートバックスセブングループにおいては

「挑戦」、「創造」、「感謝」をグループの行動理念とし
て、私たちは加速をはじめました。また、あくなき挑
戦と創造の連続により、私たちはお客様と社会にと

ってなくてはならない100年続く企業グループを
目指します。ステークホルダーの皆様には、私たち
の今後の進化にご期待いただきたいと考えており
ます。

2022年3月期の振り返り

　2022年3月期は、前期に続き新型コロナウイル
ス感染症の影響や、世界的な半導体不足に伴う新
車減産、カーエレクトロニクス商品の部品調達難な
ど、厳しい事業環境となりました。このような中で
オートバックスセブングループは、お客様・お取引
先様・スタッフの健康と安全を最優先に、お客様に
寄り添った事業活動の推進や、コスト削減への取り
組みなどを通じ、業績の向上に努めました。
　国内オートバックス事業では、上期は感染拡大に
よって来店客数が減少したものの、下期は寒波・降
雪に伴う冬季用品の需要を戦略的に獲得すること
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トップメッセージ

ができました。海外に目を向けますと、アジア地域
では感染症拡大の影響を受けましたが、フランスで
は小売事業が徐々に回復し、またオーストラリアで
は卸売事業が堅調に推移いたしました。ディー
ラー・BtoB・オンラインアライアンス事業は、将来
に向けた先行投資はあるものの、既存事業は堅調
に推移しました。これらの結果、2022年３月期は増
収・営業増益となりました。
　また、将来を見据え、①お客様との接点を増やす
取り組み、②環境変化への能動的な対応、③人づく
りのための取り組みについても重点的に取り組ん
でまいりました。
　具体的には、2021年4月にBMW、MINIに続
き、Audi正規ディーラー３拠点の運営を開始したほ
か、ホームセンターに隣接するAUTO IN 車検・タ
イヤセンター６拠点の運営を開始するなど、お客様
との接点を増やす取り組みを強化してまいりました。
次世代整備への対応も進め、2022年3月に車検指
定店舗全434店舗で特定整備認証の取得を完了し
たほか、2021年10月には、EV車両の販売・メンテ
ナンスのほか新規サービスの共同開発を目的とし
て、HW ELECTRO株式会社に出資するなど、環境
変化への能動的な対応を進めてまいりました。さら
に、整備士人材の採用・育成・定着化に向けた取り
組みを強化したほか、経営人材の育成など、人づく
りのための取り組みも進めてまいりました。

環境変化へ迅速に対応し、 
お客様のニーズを的確に捉えることで 
持続的な成長を目指します。

　自動運転車の開発や電気自動車の台頭など、ク

ループは過去の慣習に捉われず、絶えず挑戦を続
け、時代にあった商品やサービスをお客様へお届け
することで、お客様から支持され、選ばれ続ける存
在でありたいと考えています。

デジタルトランスフォーメーションも加速。 
2024年3月期には基幹システムも入れ替え、 
ビジネスモデルの変革と競争力を強化します。

　2023年3月期の重要なテーマは物流改革とDX
の推進ですが、物流改革については、これをより迅
速に進めるため、2022年1月にGROUND株式会
社へ資本参加および業務提携しました。同社の物
流施設統合管理・最適化システムの活用や物流ノウ
ハウの共有により、物流拠点における「在庫」の可視
化および商品調達の最適化を軸とした取り組みを
推進し、2027年3月期までに現在の在庫を約20%
削減することで、事業資産の効率化を図ります。
　また、DXの推進については、その第一歩として、
2024年3月期にPOSシステムやレジなどの基幹シ
ステムを刷新し、個別在庫データの分析、さらには
物流改革とのシナジーを図ります。またセミセルフ
レジやオンライン接客ツールなど、まずは特定業務
や業務フローのデジタル化を進め、お客様の利便
性の向上を図るとともに、スタッフの生産性改善に
もつなげていきます。そして、これら施策により店
舗の収益性をさらに改善させ、競争力をいっそう高
めてまいります。
　DX戦略としては、「デジタルエコシステムによる 
“CDE”の実現」をビジョンとして掲げ、①新しいマー
ケットプレイス、②新しい顧客構成、③新しいE2E
の基盤構築の3つの戦略で、これを推進します。

ルマを取り巻く環境は今、100年に１度とも言われ
るほどの変革期を迎えています。当社は、こうした
外部環境の変化やお客様のニーズの多様化を捉
え、それに応じた施策をスピーディーに検討し実行
できるよう、５年間のオートバックスセブングループ
の方向性や戦略を示す「５ヵ年ローリングプラン」を
策定し、毎年、その内容を更新しています。
　今後は、クルマが変わり、整備が変わり、業界を
取り巻くさまざまな環境の変化が想定されますが、
当社はこれを大きなビジネスチャンスと捉えていま
す。また、一方で変わらないことは、そこに“クルマ
を利用するお客様がいらっしゃる”ということです。
この大きな環境変化の中、私たちが持つ商品や
サービスを今までどおりお客様に提供するだけで
はなく、個人、法人を問わずお客様の利用シーンに
想いを馳せ、それに合うような新たな価値を提供し
続けていかなければなりません。しかし、クルマの
利用シーンを支える全ての商品やサービスを私た
ちだけで提供することはできないことから、その領
域で強みを持つ事業者との連携を通じてお客様起
点で利便性を高めていくことが、「5ヵ年ローリング
プラン」の根幹となっています。
　私が2023年3月期に重要と考えているテーマは
物流改革とDXの推進です。当社はこれまで売上高
を重視し、品ぞろえの充実度を追求してきました。
豊富な品ぞろえは当社の大きな強みにもなりまし
たが、その反面、在庫や保管費などキャッシュ・フ
ロー面では負担が生じ、それが店舗オペレーション
や物流の改革を遅らせる一因となっていたとみて
います。EC事業者の台頭などによってお客様の行
動様式が変化し、それに応じてマーケットの様相も
大きく変わりつつある中、オートバックスセブング

「CDE」とは、「Customer Deep Engagement」
の頭文字を取ったもので、デジタルによってお客様
とより深く、より長く、直接的につながることを指し
ています。
　多くの業界において、ECを通じた商品販売の比
率は年々高まっています。当社の属するカーアフ
ター市場においても今後、売上高に占める物販の
比率が下がることが予想され、お客様の来店頻度
も低下するとみています。こうした状況が予想され
る中、お客様と直接お会いできる場所としての店舗
網、またその機会はとても貴重であり、私たちは、
フランチャイズ加盟法人を含めたオートバックスグ
ループの強みの一つである店舗網でお客様とお会
いできる貴重な機会を通じて、お客様との接点を持
ちつながり続けるため、アプリをはじめコミュニケー
ションのさまざまな施策とデジタルエコシステムの
推進策を講じています。そうした手段を通じてお客
様に信頼いただき、つながり続けることができれば、
お客様の車にまつわる悩みや困りごとを私たちに
お任せいただけることも可能だと思っています。ま
た、利用シーンに応じて事業者を使い分ける必要が
無いという観点では、お客様にとって煩わしさの軽
減や解消にもつながりますし、私たちにとっては顧
客生涯価値を高めることにつながり、成熟期を迎え
た市場においても、さらなる成長を実現できると感
じています。
　これまでの当社の体制は、主力事業である非常
に強固な事業基盤の国内オートバックス事業向けに
最適化されてきました。それゆえ、昨今の急激な環
境変化やお客様のニーズの多様化に応じて、大胆
な変革を進めづらいという課題がありました。こう
した課題を乗り越えるため、ITやDXに関しては社
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成長領域への投資と事業の育成にも注力し、 
グループの強みを最大限に発揮できる 
事業ポートフォリオの再構築を進めます。

　持続的成長には、現行の事業の効率改善を図り
ながら継続するだけではなく、事業ポートフォリオ
の見直しや入れ替えを積極的かつ能動的に行って、
事業ポートフォリオの新陳代謝を図っていかなけれ
ばなりません。その際には、対象事業そのものの
収益性や成長性はもちろんですが、他事業との連
携可能性に加え、さらに今後は社会課題の解決に
貢献できる事業かどうかといった視点も加えて判断
していくことが求められます。
　海外事業については、日本からの輸出に加え、卸
売・小売事業として9の国と地域で展開を進めてい
ます。当面は軌道に乗りつつある卸売事業をしっか
りと確立させることを優先し、これによりオートバッ
クスブランドの浸透を図り、その国や地域に対する
理解が深まれば小売事業での進出も検討いたしま
す。また、小売事業は現地企業とパートナーシップ
を締結し、現地企業にオペレーションしていただく
展開が効率的だと考えています。実際にタイ、イン
ドネシアなどにおいては現地の有力企業により、オー
トバックスの小売店舗が運営されており、特にタイ
は近年大きく店舗数を拡大しています。いずれにせ
よ、「日本」と「それ以外の国」というような、今まで
の括り方ではなく、個々の国、それぞれのマーケッ
トに合わせきめ細かく展開してまいります。また、ク
ルマを取り巻く環境が世界規模で大きく変化する
中、当社の属するカーアフター市場においても、ス
タートアップにより世界中で新たな商品やサービ
ス、新たなビジネスが次々と生み出されています。

内外問わず、知見のある方、興味のある人材を積極
的に投入していきたいと考えています。物流に関し
ても、当社が取り扱う商品アイテムは非常に多く相
応の在庫を抱える必要があるため、他の小売業と
比較すると効率性に課題があることは否めません。
それをITやDXを駆使しつつ、いかにお客様のニー
ズとマッチさせながら効率化させるかという点は、
非常に挑戦しがいのある重要なテーマだと捉えて
います。良いところは残しつつ、レガシーから脱却
しDXに舵を切り、特定業務のデジタル化や業務フ
ローのデジタル化を進め、ビジネスモデル自体を
変革してまいります。

私たちはこのようなニュービジネスについても、ス
タートアップとの協業などを通じて果敢に挑戦して
いきたいと思っています。
　つぎに、グループの強みを生かし、将来的に国内
オートバックス事業とのシナジーが期待できる分野
として、「ディーラー・BtoB・オンラインアライアン
ス事業」があります。まず、ディーラー事業ですが、
この事業に参入した狙いは、欧米を中心とする自動
車メーカーの動向から今後の市場動向を見通し、国
内オートバックス事業の変革に役立てることにあり
ます。事業そのものの収益性や成長性が重要であ
ることは当然ですが、当該事業を推進することは、
主力事業である国内オートバックス事業の競争力
向上にもつながると確信しています。
　BtoB事業には、商品の卸売りという側面と、フ
リートサービスという側面があります。商品の卸売
りにおいては、当社のマーチャンダイジングの強み
を生かし、フランチャイズ加盟法人を含めたオート
バックスグループ外の法人顧客にも販路を拡げて
いますが、販売エリアや取扱商品に関しては、フラ
ンチャイズ加盟法人への影響も考慮の上で丁寧に
展開いたします。フリートサービスについては、将
来を見据えた布石の一つです。今後、カーシェアリ
ングの普及により、法人所有車両台数が増えていく
と想定しており、こうした法人車両のメンテナンス
や車検の需要を積極的に取り込んでいきたいと考
えております。
　さらに、未来を創るため、成長領域への投資も進
めてまいります。ただし成長領域への投資は、現行
の事業に比べると相対的に事業リスクが高いため、
その判断は慎重に行います。成長力および稼ぐ力
で事業ポートフォリオをマッピングして、それぞれの
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事業が生み出すキャッシュ・フローの企業としての
総和を大きく、かつ安定したものとするために、事
業ごとに必要な打ち手を考えて実践いたします。そ
して、事業ポートフォリオの適切なマネジメントを行
い、限りある事業資産を適切に配分してまいります。

サステナビリティへの取り組みを 
オートバックスチェン一体となって推進します。

　世の中のサステナビリティへの意識の高まりは、
年々、加速しています。とりわけ、気候変動問題へ
の対応は喫緊の課題であり、世界各国で2050年
のカーボンニュートラル実現に向けた取り組みが急
速に進められています。フランチャイズ加盟法人を
含めたオートバックスグループとしても、お客様に
ご満足いただける商品やサービスを提供し続けて
いくことはもちろんですが、事業活動を通じて環境
問題を含む社会課題を解決していくこともまた、企
業の存在意義であり、使命であると考えています。
　当社では、2021年1月に社長執行役員をリー
ダーとして「ESG・SDGs推進プロジェクト」を立ち
上げ、2021年5月にマテリアリティを公表しました。
その後、2022年5月には非財務目標を、同年10月
には非財務目標に対応するKPIを設定して、その実
現に向けて全社を挙げて取り組みを推進していま
す。前社長の時代から、全社プロジェクトとして全
ての執行役員が非財務目標やKPIの設定、施策の
検討について、率先して議論を引っ張っており、部
課長やそのほかのメンバーを巻き込みながら徹底
的に議論が進められています。また、フランチャイ
ズ加盟法人を含めたオートバックスグループ全体
で、サステナビリティ経営やSDGsについての取り

ドアップ、②持続的成長に向けた取り組みの強化、
③人づくりのための取り組みの継続という3つの取
り組みを掲げました。
　国内オートバックス事業にはこれまでも注力して
まいりましたが、さらにスピードアップを実現するに
は注力する対象を絞り込む必要があります。絞り込
む対象としては大小さまざまありますが、それぞれ
の中で集中すべきポイントを明確にし、全社で共有
していくことでスピードアップを図ります。
　また、人的資本への戦略的な投資が、企業の生
産性を高める上でも、サステナビリティ経営の観点
からも重要と考えています。人材は単なる「資源」
ではなく「資本」であり、その価値を最大限に引き出
し、高めていくためにも人材開発への投資は欠かせ
ません。特に整備士の確保は喫緊の課題であり、
整備士を増やすことで私たちが目指すビジネスの
スケール感を実現していきたいと考えています。
　さらに、当社は以前から健康経営の推進に取り組
んでおり、「禁煙推進企業コンソーシアム」に参加す
るなど、スタッフの健康維持に配慮してきました。
今後は整備士の労働環境の改善にも着手したいと
考えています。オートバックスの整備工場は、お客
様から作業内容を見ていただけるよう「オープンピ
ット」にしていますが、空調が十分に効かず、日光や
風雪にもさらされるため、整備士にとってかなり厳
しい労働環境となってしまっています。オープンピ
ットは当社の特徴として大事にしたいという思いは
あるのですが、健康経営の観点からは、見直しが必
要だと感じています。

組みを加速させるため、2022年9月にフランチャ
イズ加盟法人を含めたオートバックスグループの国
内の役員およびパート・アルバイト含む全スタッフ
約15,000人を対象としたサステナビリティや
SDGsに関するe-ラーニング教育も実施いたしまし
た。
　社会課題を解決する事業を創出し、環境・社会に
配慮した取り組みの充実を図るには、持続可能かつ
強固な経営基盤とそれを支えるための組織・人材
が必要であることから、ダイバーシティも重視して
まいります。私は、ダイバーシティこそが企業のレ
ジリエンスにつながると考えており、例えば、当社
の女性役職者比率は他社と比較してもまだ高い水
準ではないことから、こうしたギャップを改善してい
くことも、経営者の重要な役割だと認識しています。
　また、当社では創業時より「仕事こそ人間形成」
という言葉が受け継がれています。いずれのマテリ
アリティについても、大切なことはそれを推進する
“人”だと考えていますので、優れた人材を育てるこ
と、そうした人材が生まれてくる企業風土を醸成し
てまいります。2024年3月期からはオートバックス
チェンとしての非財務目標を掲げる予定です。現在
は、「安全・安心」、「CO2削減」、「スタッフの健康」を
テーマに、その目標について議論を進めている最
中です。

経営のスピードアップが最大のテーマ。 
ターゲットを絞り込み、あらゆる変化に 
即応できる組織を目指します。

　2022年5月の決算説明会において、2023年3
月期の重点取り組みとして、①実行性向上とスピー

ステークホルダーの皆様へ

　当社は、2020年3月期より「5ヵ年ローリングプ
ラン」を推進しております。ローリングプランも
2023年3月期で4年目を迎えますが、業界の垣根
を越えた連携や事業基盤の強化など、着実に成果
を積み重ねてきていると自負しています。一方で、
改革のスピードはまだ改善の余地があると感じてい
ますし、株主・投資家をはじめとしたステークホル
ダーの皆様からは、成長戦略やそれを踏まえた数
値計画などが見えづらいといったご意見もいただ
いております。ステークホルダーの皆様に、当社の
ことをもっと理解いただけるよう発信する内容や発
信方法について検討を進めてまいります。
　カーアフター市場は、成熟期を迎えているといわ
れますが、社会、クルマ、人のくらしは絶えず変化し
ており、当社を取り巻く経営環境も、今後さらに大
きく、そして急速に変化していくものと思われます。
こうした中にあって当社は、これからも変わらず「常
にお客様に最適なカーライフを提案し豊かで健全
な車社会を創造する」という使命を全ういたします。
　また、かつて創業期の当社がそうであったように、
再び進取の気性に富む企業集団へと変貌を遂げ、
既存の枠組みに捉われずに新たな価値を創造する
ことで、長期的かつ持続的に企業価値を高めてまい
ります。
　ステークホルダーの皆様におかれましては、今後
とも一層のご理解とご支援を賜りますよう、よろし
くお願い申し上げます。
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5ヵ年ローリングプラン推進に向けた重要視点／お客様との接点を増やす取り組み

2050未来共創実現に向けた考え方

　自動車産業を取り巻く環境は過去に類を見ないほど大きな変革期を迎えています。社会、クル
マ、人のくらしは絶えず変化しており、当社を取り巻く経営環境も、今後さらに大きく、そして急速
に変化していくものと思われます。こうした中、社会や自動車技術の進化と人々の価値観の変化を
捉え、人のくらしに寄り添い、時流に合わせた価値を提案するためには、経営のスピードアップが最
大のテーマであると考えます。
　当社は、短期間に大きく変化が続く社会、クルマ、人のくらしの潮流をいち早く捉え、適応するこ
とで市場競争力を高めるという目的から、当社グループが向かうべき方向性を示す「５ヵ年ローリン
グプラン」を策定し、2022年3月期は「お客様との接点を増やす取り組み」「環境変化への能動的
な対応」「人づくりのための取り組み」を注力すべき対象とし、2050未来共創実現に向け持続的な
成長を目指しています。

お客様との接点を増やす取り組みによる企業価値の向上

　新型コロナウイルス感染症の影響で、お客様のニーズが変
化する中においても、お客様の利用シーンに合わせた商品や
サービスを提供していくことで、お客様に選ばれ続ける存在を
目指しています。その実現に向け、「拠点拡大」「ニーズの把握」

「利便性拡充」をアプローチとして、お客様との接点を増やす取
り組みに向けた各施策を推進しています。
　また、「クルマを快適に使いたい」「クルマで出かけて楽しみ
たい」「好きなクルマでもっと自分らしく」という3つの価値提供
を通じ、成熟化しているカー用品市場で競合との差別化を図り、
当社の企業価値向上にもつなげています。

お客様との接点を増やす取り組み一覧

アプローチ 施策 概要

拠点拡大 GORDON MILLER初出店
（GORDON MILLER KURAMAE）

ガレージライフスタイルブランド「GORDON MILLER」が初の店舗を出店。全国で唯
一、GORDON MILLERブランド全カテゴリーのアイテムを取り扱いし、オリジナルカ
スタムカー「GORDON MILLER MOTORS」も展開。

AUTO IN 車検・タイヤセンターの
運営開始 

クルマのメンテナンスに特化した新業態「AUTO IN」の運営を開始。全ての拠点（6拠
点）が車検指定工場。今後はショッピングモールや大型ホームセンターの併設型店舗と
して拠点数の拡大を目指す。

BMW、MINIに次ぎ、Audi
正規ディーラー3拠点の運営開始

Audi正規ディーラーを3拠点運営する株式会社TAインポートの全株式を取得し、
BMW、MINIに次ぎ、3つ目となるブランドの運営を開始。

ニーズの
把握

オートバックス法人会員制度の
本格稼働

法人顧客の利便性向上に向け、社用車のメンテナンスやカー用品などの法人一括払い
が可能となるサービスを本格稼働。

法人向けアルコールチェッカーの
販売開始 

飲酒運転の撲滅を目指し、企業や官公庁・自治体などの社用車や、マイカーを業務活用
するお客様に向け、クラウド型の酒気帯びアルコールチェッカー「ALCクラウド」の販売
を開始。

日産自動車（株）との業務提携による
新車カタログへのカー用品掲載、
コラボイベントの開催

両社の有する商品やノウハウ、国内外の販売ネットワークを活用し、お客様のライフス
タイルに合わせた新たな付加価値の提供を目指し、さまざまなコラボレーションを検討・
推進。

利便性拡充 オートバックス公式アプリに機能追加 
車のカルテを導入

登録車両のエンジンオイルやタイヤ、ワイパーなどの主要7項目のメンテナンス情報が
アプリ上で確認でき、プッシュ通知で交換時期の到来をお知らせすることで愛車のメン
テナンスの遅れや漏れを予防。

専門スタッフによる
オンライン接客の実証実験開始

「お客様のカーライフに関する煩わしさを解消」することを目的として、店頭やECでのオ
ンライン接客の本格導入に向け、実証実験を開始。

P07

P07

推進に向けた重要な視点

お客様との接点を増やし、お客
様のニーズを的確に捉え、利便
性を高めていくことで「お客様
に最適なカーライフを提案」し
続けています。

さまざまな社会課題に加え、自
動運転技術の進化や電気自動
車の普及など業界を取り巻く環
境変化をビジネスチャンスとし
て捉え、いち早く対応を進めて
います。

「ヒト」の成長が企業価値を最大
化させる最重要課題であるとい
う認識のもと、整備士をはじめ
とする人材の育成や、労働環境
の改善などの取り組みを進めて
います。

環境変化への
能動的な対応

人づくりのための
取り組み

お客様との
接点を増やす取り組み

5ヵ年
ローリングプラン

お客様に選ばれ
続ける企業 価値創造 社会・クルマ・人のくらしと向き合い、

明るく元気な未来をつくります。
私たちの元気の源泉はお客様の声。
一日一日を積み重ね、個人も企業も

成長し、輝きつづけます。
2018年1月31日策定

自己表現自己表現
好きなクルマで好きなクルマで

もっと自分らしくもっと自分らしく

安全・安心安全・安心
クルマを快適にクルマを快適に

使いたい使いたい

体験・発見体験・発見
クルマで出かけてクルマで出かけて

楽しみたい楽しみたい
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「飲酒運転」を巡る社会課題の解決に向けて
　一定台数以上の白ナンバー車を保有する事業者に対し、これまで義務化されていなかった運転前後の「点
呼」や「アルコールチェック」を義務化するという道路交通法施行規則の改正案が、2021年9月に警察庁から
発表され、2022年4月1日からは飲酒運転防止のための厳しいドライバー管理が求められることになりました。
　当社は、いち早く「飲酒運転」を巡る社会課題に対し、車両を業務利用する事業者に関する調査を実施。
直行直帰の増加などコロナ禍で変化した社用車利用や、アルコールチェッカーのニーズに関する課題などを
分析し、企業や官公庁・自治体などの社用車およびマイカーを業務活用する事業者などへの新たなサービ
スを検討しました。

運転前後のドライバーの酒気帯び状態をチェックし、クラウド上で管理
　こうした背景を受け、トライポッドワークス株式会社と協業し、2021年10月クラウド型の酒気帯びアル
コールチェッカー「ALCクラウド」のサービスを開始しました。「ALCクラウド」は、スマートフォンアプリを利
用したクラウド管理型のサービスで、接続したペンサイズのアルコール検知器に息を吹き込むだけで測定結
果が確認できます。結果がクラウド上に保管されることにより、離れた場所にいる管理者が確認できます。
測定で異常を検知した場合には、設定した管理者に自動通知されるため、ドライバーへの速やかな指導が可
能となります。また、測定時にスマホのカメラを起動することで、なりすましを防止するなど、環境変化に対
応したサービスです。

車を取り巻く社会課題の解決を通じて、新たなライフスタイルを提案していく
　オートバックスセブンは自動車業界の一端を担う企業として、ソリューション型ビジネスを行い、交通社会
の課題である、飲酒運転の根絶を目指すとともに、時代の変化に対応した働き方の改革にも貢献していきます。

より多くのお客様に良質で豊かなサービスを
　クルマを安全・安心に乗り続けるためには、定期的なクルマのメンテナンスが欠かせません。ＥＶ（電気自
動車）や自動運転といった次世代技術の導入が急速に進む中、車検やタイヤをはじめとしたクルマのメンテ
ナンスは、今後益々重要な分野となります。当社グループは、お客様が安全・安心にクルマを利用していた
だくために、より良質で豊かなサービスを提供していきたいと考えています。
　こうした背景の中、「ジョイフル車検・タイヤセンター」6拠点を運営していた株式会社ジョイフル車検・タ
イヤセンターの全株式を取得し、2021年4月にBACS Boots（バックスブーツ）として完全子会社化いたし
ました。お客様から見て車関連店舗であることが分かりやすいこと、従業員が発音しやすい名称であること
などを考慮し、2021年9月には屋号を「AUTO IN（オート・イン）車検・タイヤセンター」に改めて運営を開
始しています。

ホームセンターとのシナジーでお客様の利便性に貢献
　「AUTO IN 車検・タイヤセンター」は6拠点全てが、車検時の整備・検査が自社工場内で行える車検指定
工場です。お客様が立ち寄りやすいホームセ
ンターに隣接する場所で、エンジンオイルや
バッテリー、タイヤの販売・交換、車検・整備
などのクルマのメンテナンスに特化したサー
ビスを提供しています。各種メンテナンスや
車検の作業の待ち時間に、隣接するホームセ
ンターでお買い物などもでき、時間を有効に
活用できます。また、ホームセンターで販売
しているカー用品は、「AUTO IN 車検・タイ
ヤセンター」で取り付けることも可能で、ホー
ムセンターとのシナジーでお客様の利便性
に貢献します。

あなたの街のクルマ診療所を目指し出店拡大
　今後は、車検とクルマのメンテナンスに特化した新業態「AUTO IN」として、ショッピングモールやホーム
センターなどの複合施設への共同出店により、事業拡大を図っていく計画です。「AUTO IN 車検・タイヤ
センター」は「あなたの街のクルマ診療所」として信用され親しまれる店舗を目指しています。

お客様との接点を増やす取り組み

ニーズの把握 法人向けアルコールチェッカーの販売開始拠点拡大 AUTO IN 車検・タイヤセンターの運営開始
FOCUS 2FOCUS 1

アルコール検知器本体のサイズは
長さ121×直径15mmのペンサイズ。
コンパクトで、常時携帯しても苦にならない。

⃝  携帯アプリ利用で自動接続
⃝  GPS機能で位置情報取得
⃝  カメラ機能で測定者の 

写真を撮影しなりすましを防止

PCから閲覧 クラウドからダウンロード
紙でも保管可能

Bluetooth
接続

クラウドへ
アップロード 異常検知時は

自動でメール配信

ホームセンターに隣接する「AUTO IN 車検・タイヤセンター」
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環境変化への能動的な対応

自動車産業を取り巻く環境の変化

　自動車産業を取り巻く環境は、気候変動問題やCASEに代表される技術革新により、100年に一度といわ
れる大きな変革期を迎えています。EVに代表される電動車や、ドライバーの安全運転を支援するシステム
を搭載した先進安全自動車が主流になる時代において、車両の安全・安心は、これまで以上に自動車整備と
深く関わり、変化への対応が重要であると考えます。
　走る・曲がる・止まるという従来からの自動車の基本性能の分解整備に加え、自動ブレーキに使用される
前方を監視するカメラやレーダーなどの調整や自動運行装置の整備が「電子制御装置整備」と位置づけられ、
その整備をするための電子制御装置点検整備作業場や工具（整備用スキャンツール等）、従業員の育成が必
要となっています。

CASE時代における次世代整備に向けて

　こうした、大変革を迎えている環境のもと、変化する車両を整備するための電子制御装置点検整備作業場を
はじめ、自動車整備士の研修・育成、整備用スキャンツールが必要不可欠です。オートバックスグループは、そ
のニーズを先取りし、私たちの強みを生かしながら業界の垣根を越えた連携や、体制の構築を進めています。

自動車先進技術の紹介

施策 概要/狙い

車検指定店舗 
全434店舗で
特定整備認証取得

オートバックスチェンの車検指定店舗（434店舗：2022年3月29日時点）の全店
が自動車特定整備事業の3つの認証基準（設備、工員、作業機械）を満たし、特定整
備認証（電子制御装置整備）を取得。これまでの分解整備に加え、自動ブレーキや
レーンキープ機能などの電子制御装置の整備を行うことが可能になる。

BSサミットとの
包括提携による
整備ネットワークの構築 

日本全国に自動車整備の拠点を持つボディショップ全国ネットワークである「BSサ
ミット事業協同組合」と包括業務提携契約締結。
エリアごとにオートバックス店舗とBSサミットの組合員工場が整備や設備に関する
情報、整備オペレーションのノウハウなどを共有・連携することで、次世代技術に対
応できる整備ネットワークを構築する。

キャリブレーション
エリアの設置による
地域ディーラーや
整備工場との連携 

オートバックス店舗に、先進安全自動車のセンサー類のエーミングを行うための「キ
ャリブレーションエリア」を設置。地域のディーラー・整備工場から外注作業の請負
や、設備を共用するなど、オートバックス店舗と地域の自動車関連事業者が相互連
携することで、新たな収益機会を創出する。

オリジナル
スキャンツール　 
NANO-BTを開発

複雑なエーミングに対応するため、オートバックスチェン統一のスキャンツール
『NANO-BT』を導入。店舗で使用機材を統一することにより、グループとしての
対応力を均一化するなど、エーミング作業をサポートする。

P09

P09

「先進安全自動車（ASV：Advanced Safety 
Vehicle）」は、先進技術を利用してドライバーの
安全運転を支援するシステムを搭載した自動車で
す。ASV技術はドライバーの意思を尊重し、ドライ
バーの安全運転を支援するものです。あくまでも
ドライバーが主体的に、責任を持って運転する、と
いう前提にたち、「安全運転の支援」として、車線維
持支援制御装置、全車速域定速走行・車間距離制
御装置、衝突被害軽減ブレーキなどさまざまな安
全装備が開発･実用化されています。

車線維持支援制御装置（レーンキープアシスト）
は走行車線の中央付近を維持するよう操作力を
制御する装置です。走行車線の中央付近を維持
して走行する際の運転負荷を軽減するため、走
行車線を認識し、車線維持に必要な運転者の操
作力を軽減。何らかの理由で車線から逸脱しそ
うになった場合には、運転者が車線中央に戻す
操作をするよう警報します。

ASV

先進安全自動車の一例（レーンキープアシスト）
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環境変化への能動的な対応

　オートバックスグループでは、電子制御装置整備の対象作業の一つである自
動ブレーキやレーンキープ機能に用いられる、前方をセンシングするためのカ
メラ等の取り外しや機能調整（エーミング作業）について、体制構築を進めてい
ます。
　その一例として2021年7月、スーパーオートバックス・熊本東バイパスで、
オートバックスグループ初のキャリブレーション（校正）エリアを設置し、設備を
保有していない地域のディーラーや整備工場に向け、施設・設備の共用や外注
作業の請負を開始しました。これは特定整備制度における特定整備認証（電子
制御装置整備）店舗の電子制御装置点検整備作業場を他の業者と共用するこ
とを認めるという新たなルールを活用した取り組みです。電子制御装置整備の
対象作業に関わる設備の共用に伴う、利用料や外注作業の受け入れを拡大する
ことにより、新たな収益機会の創出を図ります。

　当社は2020年8月、車体整備における全国ネットワークであるBSサミット事業協同組合と「包括的業務提携」を締
結しました。これは、次世代技術を要するクルマの整備に対応できる整備事業者と連携し、整備や施設に関する情報
や整備オペレーションのノウハウなどの集約を図ることで、安定的な整備とサービスの提供を実現するための取り組
みです。
　本提携により、全国約600のオートバックス店舗が、近隣のBSサミット事業協同組合の組合員工場とリレーションを
深め、地域における整備ローカルネットワークの構築を推進しています。
　オートバックス店舗とBSサミ
ットの組合員工場が連携するこ
とにより、これまで対象車両に
よっては作業をお断りしていた
ガラス交換などにも対応可能と
なりました。このように、より幅
広く質の高いサービスを提供す
る体制を構築しています。

キャリブレーションエリアの設置による地域ディーラーや整備工場との連携

BSサミットとの包括提携による整備ネットワークの構築

FOCUS 1

FOCUS 2

  離れた作業場および設備の共用

電子制御装置
点検整備作業場認証

同一作業場

認証

電子制御装置
点検整備作業場認証

同一作業場

認証電子制御装置
点検整備作業場

電子制御装置
点検整備作業場認証

同一作業場

事業所
バンパーまたはガラス交換作業場

同一作業場

認証

共用

共用

共用

インターネット

対応できない分野は対応できない分野は
整備ネットワークを活用整備ネットワークを活用

　自動車整備士の仕事は、お客様の安全と安心に直接関わる重
要な仕事です。国内においては自動車整備士の不足が自動車
業界全体の課題として顕在化しており、オートバックスグループ
ではフランチャイズ（FC）加盟法人とともに市場における競争
力を高めるため、自動車整備士の人材育成に注力しています。
　子会社の株式会社チェングロウスでは、FC加盟法人向けに、
自動車整備士育成支援や自動車業界とマッチングする人材の
採用支援に加え、入社後の定着支援、リーダー職育成支援、評価制度構築支援などのサービスを
提供しています。また、千葉県千葉市にある株式会社チェングロウスの研修施設では、千葉県自
動車整備振興会の技術講習所「長沼分教場」として認可を取得し、各都道府県の自動車整備振興
会が行う技術講習が可能となり、オートバックスグループの自動車整備士資格取得をバックアップ
しています。長沼分教場では、自動車整備士としての知識・技術を習得するために各種教材とと
もに経験豊富な講師陣をそろえ、自動車業界における自動車整備士の人材不足という喫緊の課
題解決とオートバックスグループの発展のための役割を果たしていきます。

地域の安全・安心を支える現場力の強化
FOCUS 3
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人づくりのための取り組み

人づくりのための取り組みを継続し、企業価値の最大化を図る

　2050未来共創や5ヵ年ローリングプランの実効性を向上させるためには、それを推進する 「人材」が大切です。当社は、「ヒト」の成長が企業価値を最大化させると考え、人づくりのための取り組みとして、整備人材の採用・
育成・定着化に加え、健康経営の推進と育成機会の拡充をはじめ、さまざまな取り組みに注力しています。これらにより「成長し続ける組織・人財」を実現し、当社グループおよびフランチャイズ加盟法人を含むオートバックス
グループ全体の生産性向上を目指します。

人づくりのための取り組み一覧

プロフェッショナルでフレンドリーな整備士の
ロールモデル「AUTOBACS GUYS」

P38

AUTOBACS GUYS

お客様に向き合い、素晴らしい接客を行った
スタッフや店舗を表彰

P37

2021年度
オートバックスアワード

オートバックスグループにおける
整備士の採用、育成、定着の取り組み

P38

整備士の育成

外国人人材に
自動車整備技術を継承

P38

外国人技能実習生

カンパニー制による
経営視点を持つ人材を育成

P40

経営人材の育成

30歳未満の若年層を対象とした
選抜育成研修

P40

選抜研修

互いに「褒め合う、認め合う」
文化の醸成

P37

価値観表彰

ダイバーシティの推進と
自律的キャリア形成の促進

P36

マネジメント研修
ジェンダー研修

健康で活力あふれる
職場づくり

P37

健康経営

多様な人材が
働きやすい環境づくり

P36

働き方改革プロジェクト



11
価値創造ストーリー Data centerサステナビリティマテリアリティセグメント別事業概要価値創造の仕組み目次 トップメッセージ

取締役  財務担当執行役員メッセージ

収益力の向上を図るとともに、
持続的成長に向け必要な投資を
厳選し実行してまいります

取締役　執行役員　経理・財務・広報・IR担当

池田 知明

OEM商品の導入などにより増収増益となりました。またフランスにお
いては感染拡大による外出規制と解除を繰り返し不安定な状況が続き
ましたが、売上は徐々に回復し営業損失は縮小いたしました。結果とし
て海外事業は、増収ながらも前期抑制されていた販売費および一般
管理費の増加により営業損失は拡大することとなりました。
　ディーラー・BtoB・オンラインアライアンス事業については、ディー
ラーならびにBtoBは堅調に推移いたしましたが、オンラインアライア
ンスにおける将来に向けた先行投資により営業損失は微増いたしまし
た。
　冒頭に申し上げたとおり、結果としてコロナ禍において売上・利益と
もに期初に公表した計画を上回る決算でしたが、セグメントごとでみる
と課題も残しています。今後は損失を計上しているセグメント・事業に
ついて、その改善のスピードを上げると同時に、これまで以上に踏み
込んだ経費構造の見直しを実行する必要性を認識しています。
　

「５ヵ年ローリングプラン」の推進と財務戦略

　当社はオートバックスセブンビジョンとして「2050未来共創」を掲
げています。これはいわば超長期ビジョンであり、ここに至るまでの中
期計画として「５ヵ年ローリングプラン」を2020年３月期よりスタート
しています。
　この「５ヵ年ローリングプラン」における財務戦略で重視しているこ
とは、投資収益管理の強化に取り組むとともに、事業ポートフォリオの

2022年３月期  連結決算の振り返り

　2022年３月期は前期に引き続き新型コロナウイルス感染症拡大の
影響を強く受けましたが、結果として、連結売上高2,285億円（前期差
＋81億円）、連結営業利益115億円（同＋９億円）、親会社株主に帰属
する当期純利益70億円（同▲０億円）と、いずれの段階においても期
初公表計画を上回り、社会情勢を考慮すると良い決算だったと認識し
ています。（前期差については「収益認識に関する会計基準」等を適用
していない前期実績値との単純比較）
　セグメントごとにもう少し詳しくご説明します。国内オートバックス
事業については、上期を中心に新型コロナウイルス感染症拡大に伴う
外出自粛の影響により客数が減少傾向となりました。一方で下期は感
染者数の減少に伴い売上・客数ともに回復傾向となったことに加え、
寒波や降雪による冬季商品（スタッドレスタイヤ・タイヤチェーンなど）
の需要を戦略的に取り込むことに成功し大幅な増益となりました。商
品別では、タイヤは夏タイヤ・冬タイヤともに好調に推移するとともに、
メンテナンスやホイールも好調に推移いたしましたが、半導体不足の
長期化や新車減産の影響を受けカーエレクトロニクス（ドライブレコー
ダー・カーナビゲーションなど）は苦戦を強いられました。
　海外事業については、アジア地域を中心に新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を強く受けましたが、卸売事業を展開するオーストラリ
アのAUTOBACS AUSTRALIA PTY LTDは、カーエレクトロニクス
商品や無線機が堅調に推移したことに加え、新規取引先の開拓や新規
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ESG・SDGsの推進について

　当社は2021年１月に社長執行役員をプロジェクトリーダーとする
「ESG・SDGs推進プロジェクト」を立ち上げました。プロジェクトの立
ち上げを提案した私自身、当初はアナリスト・機関投資家との対話の
中で当社のESGやSDGsへの取り組みが不十分であり、その充実を図
りたいと考えたことがスタートでした。その思いは今も変わりませんが、
ここにきて全社的な変化を感じています。それは、社会課題を解決す
ることが世の中に必要とされる企業であり、課題解決と同時に経済的
価値を生み出すことを目指す、いわゆるCSVの機運が社内に高まって
いるように思います。当社は「2050未来共創」を掲げ、また「私たち
の目指す社会」として、「人とクルマと環境が調和する安全・安心でや
さしい社会」の実現を目指しています。当社がこれを実現する過程に
おいて、当社としても経済的価値を創出することを全社において真剣
に議論しています。
　プロジェクトを立ち上げて２年弱となりますが、2021年５月には取
締役会の承認を得て４つのマテリアリティ（優先課題）を公表いたしま

への投資などを勘案し、30億円の長期資金を調達いたしました。今後
も必要に応じて資金調達を柔軟に検討したいと考えています。
　また、当然のことながらROEも常に意識をしています。当社のROE
は、2021年３月期5.8％、2022年３月期5.7％であり、さらに高い数
値を目指していく必要があります。「５ヵ年ローリングプラン」も開始か
ら３年が経過し、これまでの種まきから、選択と集中、そして収穫の時
期に移行していく必要性を強く感じています。
　具体的には、主力の国内オートバックス事業を中心に稼ぐ力をさら
に高めていくと同時に、全社的な経費構造の見直しをさらに強化して
いく必要があります。また、オンラインアライアンス、DX、次世代整備、
気候変動対策などを中心に、将来の成長に向けた投資を積極的に実
行する一方で、投資収益性の低い事業は撤退を検討していきます。当
社は事業やM&Aの意思決定プロセスにおいて、事業内容によって適
切なハードルレートを設定し、取締役会、経営会議、投資検討会などで
慎重に検討を重ねながら投資判断を行ってまいります。

見直しを行い、各事業単位の管理を強化することにより、結果として資
本効率を高めていくことです。
　当然ながら当社は従来から経営・執行レベルにおいてはBS・CFマ
ネジメントを意識してきました。特に、株主や投資家の皆様が注目さ
れるROE・ROAなどについては、「５ヵ年ローリングプラン」でも活発
に議論されています。一方でそれが全社に浸透しているかといえば必
ずしも十分ではありません。
　この３年間で事業ごとのROA管理の準備は完了し、すでに執行役員
の評価基準などにこのROA指標が採用されています。今後はROAか
ら一歩前進し、ROICによる管理の検討も進めてまいります。また、現
在進めているキャッシュ・フロー・マネジメントでも連結ベースでの資
金効率化を推進しています。現時点において当社は、連結ベースのネ
ットキャッシュの水準は200億円程度が妥当と考えています。新型コ
ロナウイルス感染症拡大の初期であった2020年５月においては、未
曽有の状況においてフランチャイズ加盟法人の資金繰りをサポートす
る必要性から短期資金50億円を緊急で調達いたしましたが１年で完
済いたしました。一方で2022年３月には当面の次世代店舗システム

230,000
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※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。
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取締役  財務担当執行役員メッセージ

を基本方針としています。2022年３月期においては、中間配当として
１株当たり30円、期末配当として１株当たり30円、年間配当として１株
当たり60円を実施いたしました。また2021年５月～９月において
200万株、30億円規模の自己株式の取得を実施するとともに、同年５
月においては200万株の自己株式の消却（発行済株式総数に対する
割合2.4％）を実施いたしました。結果として、2022年３月期の連結
配当性向は67.3％、「５ヵ年ローリングプラン」を開始した2020年３月
期から３年間の累計総還元性向は108.6％となりました。
　当社は株主・投資家の皆様との建設的な対話を重視しています。IR
部門は株主・投資家の皆様との対話の中でいただいたご意見などを、
取締役ならびに執行役員に定期的にフィードバックしております。今後
も引き続き、誠実かつ信頼性の高い「対話」の実現に取り組んでいく
所存でございます。株主・投資家の皆様におかれましては、ご支援・ご
指導のほどをよろしくお願いいたします。

スクによる店舗・物流センターの被災や、冬季商品の需要減への対策
についての取り組みを進めています。また「２℃（未満）シナリオ」にお
いては、温暖化抑止に向けた技術革新や規制強化への対応について
準備を進めています。
　プロジェクトのここまでの道のりは必ずしも平坦ではありませんでし
た。特に全社プロジェクトに移行してからもスピードを上げて推進でき
たのは、何よりも経営トップの強いリーダーシップによるものが大きい
と考えています。加えて、プロジェクトメンバーの献身的なサポートに
感謝しています。しかしながら、目標とKPIを設定したこれからがいよ
いよ重要であり、オートバックスグループ全体でこれを達成していきた
いと考えています。

株主還元方針について

　当社は株主の皆様への利益還元を重要な政策と認識しており、
2020年３月期より掲げる「５ヵ年ローリングプラン」においては、５年
間累計の総還元性向を100％として、安定的かつ機動的な株主還元

した。その後、2021年９月には全社プロジェクトに移行し、この４つの
マテリアリティごとに取締役を兼務しない執行役員15名と部課長44
名がチームに分かれタスクフォースとして半年間議論を尽くし、12の
非財務目標とそれに伴うKPIの案を策定いたしました。
　非財務目標については、取締役会での討議と承認を得て2022年５
月に対外公表をいたしました。その後、KPIについては推進リーダーと
担当執行役員を決めて議論を尽くし、2022年10月に確定いたしまし
た。同時に当社のみならずフランチャイズ加盟法人も含めたオートバ
ックスチェンとしても、目標について議論を進めております。2024年
３月期からはフランチャイズ加盟法人も含め、オートバックスチェン全
体で共通の目標を設定し、その達成に向けて一丸となって取り組んで
いこうと考えています。
　またTCFDについても2022年６月に賛同を表明いたしました。申
し上げるまでもなく気候変動は当社のみならず喫緊の課題であり、特に

「戦略」においてそのリスクと機会を適切に分析し、対応策を検討し中
長期の経営戦略に反映させることは極めて重要だと考えています。具
体的には「４℃シナリオ」においては、異常気象による急性的な物理リ

5,712

16,394

4,447

10,603

17,163

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

4,678

2,911

4,905

2,088

4,793
4,794

2,999

4,678

67.8

142.5

182.8

68.0

109.5

2019年
3月期

2023年
3月期
（予想）

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

64.567.7 68.1 69.0 65.6

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

 営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円）  配当と自社株買い・総還元性向の推移 自己資本比率  （％）

■配当金支払額（百万円）　■自社株買い金額（百万円）　■総還元性向（％）
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At a glance

ROE営業利益 親会社株主に帰属する当期純利益連結売上高事業内容

オートバックスセブンのビジネスモデル

ビジネスモデルを支えるオートバックスの競争優位性

店舗数／展開地域

カー用品の販売と取付・交換サービス、車検・整備、車買取販売
を提供する「オートバックス」のフランチャイズ本部をはじめとした
国内オートバックス事業が主力。カー用品卸売・小売の海外展開、
カーディーラー運営、ホームセンター・整備事業者などの法人に
向けたカー用品卸売など、クルマに関わるさまざまな事業を展開

2,285億円 70億円115億円 5.7％

  フランス 
10店舗

  中国 

  インドネシア 
4店舗

  フィリピン 
3店舗

  シンガポール 
2店舗

  タイ 
33店舗

  マレーシア 
4店舗

  台湾 
6店舗

  日本 
588店舗

  オーストラリア 

タイヤ販売店

No.1

フランチャイズ
システム

プライベートブランド比率

14.7％

国内カー用品専門店

市場シェア No.1

47都道府県を
つなぐネットワーク

国内店舗売上高

2,699億円

指定工場（民間車検工場）

434店舗

国内店舗数

588店舗

海外展開

9の国・地域  62店舗

稼働会員数

約760万人

自動車整備士

約3,700人

オートバックスチェン従業員数

約15,000人

カーライフアドバイザー

約9,000人

ブランド力 店舗・物流ネットワーク プロフェッショナルでフレンドリーな人材

国内オートバックス事業

海外事業

ディーラー・BtoB・
オンラインアライアンス事業

お
客
様︵
法
人
・
個
人
︶

FC加盟店（店舗子会社含む）

ディーラー

現地子会社／パートナー企業

卸売事業子会社

小売・サービス

卸売

小売・サービス

小売・サービス

卸売

卸売

卸売

卸売

小売・サービス

小売・サービス

卸売

オ
ー
ト
バ
ッ
ク
ス
セ
ブ
ン

2022年3月期



  CASE

  多様化する 
カーライフ

  クルマを 
取り巻く 
社会課題

  COVID-19

  気候変動

5ヵ年
ローリングプラン マテリアリティ

P17, P18 P32-P38

強
み
の
最
大
化

業界の垣根を越えた
ネットワークによる情
報・ノウハウの活用と
整備需要の獲得

カーボンニュートラル
を背景とした環境配
慮需要に対し、新素
材・リサイクル商品開
発を加速

弱
み
の
克
服

情報基盤の
整備と活用

DXによる
経営改革の推進

好
機
の
リ
ス
ク

EV化や自動車の進
化 に 対して、ネット
ワークの構築と有機
的な連携に基づく新
たな顧客価値創造

多様な人材・価値観
を認めあえる風土づ
くりによるイノベーシ
ョンを生み出す企業
風土の醸成

脅
威
の
リ
ス
ク

事 業 者 や サ プ ライ
ヤーとのネットワーク
の肥大化・複雑化に
伴う組織統治不全

サプライチェーンにお
ける 人 権 侵 害 など
ESG課題への対応不
足による企業価値毀損

オートバックスセブン

※�CASE：自動車の進化する方向性を示すキーワードで
ある「Connected（コネクテッド）」「Autonomous（自
動運転）」「Shared�&�Services（シェアリングとサービ
ス）」「Electric（電動化）」の頭文字をつなげたもの。
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事業環境認識

 CHANCE  

▶  コロナ禍の非接触生活をきっかけとしたクルマの利用頻度の増加
と、「プライベート空間」としてのクルマに対する意識の変化

▶  乗用車の保有年数が長期化傾向にあり、車検や車両メンテナンス
などの底堅い需要

▶  先進安全技術の普及に伴い、電子制御装置整備への対応が必須

 NEUTRAL  

▶  カーシェアやサブスクリプションなどの新たなサービスの浸透

▶  カーボンニュートラルに向けたEV化の加速

▶  ネット購入が当たり前となり、リアルとオンラインの境界があいま
いに

▶  地域社会の交通課題に対する課題解決

 RISK  

▶  コロナ禍をきっかけとした半導体不足などによる新車減産と中古
車登録台数減少の影響を受け、カーエレクトロニクスをはじめとし
た需要が減少

▶  業界全体での自動車整備士の不足

▶  新興EVメーカーや先進安全技術など業種・業態を越えた競争の
激化

▶  日本国内の自動車保有台数は、今後、緩やかな減少傾向へ

▶  原油や原材料価格の高騰による物価上昇

マクロトレンド



価値創造の源泉価値創造の源泉 5つの事業基盤5つの事業基盤

財務目標の達成財務目標の達成

ブランド力

フランチャイズ
システム

国内カー用品専門店
市場シェア

No.1

タイヤ販売店

No.1
プライベート
ブランド比率

14.7％

店舗・物流ネットワーク

国内店舗売上高

2,699億円

国内店舗数

588店舗

稼働会員数

約760万人
47都道府県を

つなぐネットワーク

指定工場
（民間車検工場）

434店舗

海外展開

9の国・地域

62店舗

プロフェッショナルでフレンドリーな人材

オートバックスチェン従業員数

約15,000人

自動車整備士

約3,700人

カーライフ
アドバイザー

約9,000人

人材基盤人材基盤

IT基盤IT基盤

情報基盤情報基盤

物流基盤物流基盤

財務基盤財務基盤

次世代整備次世代整備

カー用品販売カー用品販売

オンラインオンライン

サービス
ピット
サービス
ピット

マルチディーラーマルチディーラー海外アライアンス海外アライアンス

ライフスタイル事業ライフスタイル事業 拡張事業拡張事業

ディーラー事業ディーラー事業 オンライン
アライアンス事業
オンライン

アライアンス事業

海外事業海外事業 BtoB事業BtoB事業

国内オートバックス事業国内オートバックス事業

お
客
様
の
利
用
シ
ー
ン
に
合
わ
せ
た
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

お
客
様
の
利
用
シ
ー
ン
に
合
わ
せ
た
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

自己表現自己表現
好きなクルマで好きなクルマで

もっと自分らしくもっと自分らしく

安全・安心安全・安心
クルマを快適にクルマを快適に

使いたい使いたい

体験・発見体験・発見
クルマで出かけてクルマで出かけて

楽しみたい楽しみたい

3つの提供価値3つの提供価値 P06

非財務目標の達成非財務目標の達成 P33

7つの事業7つの事業 P25-31

6つのネットワーク6つのネットワーク P17-18

パーパスの実現
社会的価値社会的価値

キャッシュ・フローの
最大化

経済的価値経済的価値

積極的に解決すべき重要な社会課題積極的に解決すべき重要な社会課題

1. 循環型・共生型社会の実現

2. 気候変動への対応

3. 地域社会の活性化

4. 多様な人財と多様な働き方の追求

5. 健康でやりがいが持てる仕事づくり

社会課題を
解決する

事業の創出

環境・社会に
配慮した

取組の充実

成長し続ける
組織・人財

持続可能かつ
強固な経営基盤

マテリアリティマテリアリティ P32-38

P17-18P14

アウトカムアウトプットビジネスレバレッジインプット

再投資再投資
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価値創造モデル
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2050未来共創実現に向けたオートバックスセブンの戦略

長期持続的な成長に向けた「オートバックスセブンのビジョン」 2050未来共創 P01

事業/ビジネスモデル視点の戦略 5ヵ年ローリングプラン ESG視点の戦略 マテリアリティ

［5ヵ年ローリングプランで目指すこと］
お客様の利便性向上のため、事業者の垣根を越えた連携を積極的に推進
　当社グループの事業を取り巻く外部環境は絶えず変化し、お客様のニーズや価値観は多様化しています P15 。 CASE（ケース）
という言葉に代表されるように自動運転車の開発や電気自動車の普及など、車業界は100年に1度の変革期を迎えています。その
ような状況の中で持続的な成長を果たすためには、変化を捉え素早く対応できる体制の整備が必要であると考えています。それを
実現するために、それぞれの領域で強みを持つ事業者と連携し「6つのネットワーク」を確立していくことで、お客様の利用シーン
に合わせた商品やサービスを提供し続けることを目指します。

アプローチ
　私たちは、業界の垣根を越えた連携により、それぞれのネッ
トワークが持つあらゆる情報をオンラインネットワークへと
統合させ、6つのネットワークの確立と連携を推進しています。
そして、連携した事業者とのネットワークから生み出される新
たな価値を、７つの事業へと寄与させ、さらに発展させるため
に、5つの事業基盤の構築も進めています。このネットワーク
と事業基盤を通じた情報・事業者・人材・設備などの有機的連
携をDXにより発展させ、カー用品販売の枠を越えたライフス
タイルや利用シーンに応じた提案を生み出し、これまでにない
新たな商品サービスの提供を実現していきます。
　このように私たちは、お客様に提供する3つの価値「安全・
安心」「体験・発見」「自己表現」を持続的に創造し、お客様がクル
マを利用するシーンに合わせたさまざまなサービスを、ネット
ワークを通して提供していきます。

　気候変動などを含む、さまざまな社会課題が顕在化しています。当社は、広く
社会の課題に目を向け、ESG（環境・社会・ガバナンス）の軸で、事業の強みを生
かしながら、持続可能な社会の構築に向けて行動しています。

積極的に解決すべき重要な社会課題

　当社が積極的に解決すべき重要な社会課題を明確にし、それら
社会課題が当社にとってどのようなリスクや機会となるかを分析
し、 経営課題として検討しています。

マテリアリティ

“お客様がクルマを利用するシーンに合わせたさまざまなサービスを、ネットワークを通じて提供する”

1. 循環型・共生型社会の実現

2. 気候変動への対応

3. 地域社会の活性化

4. 多様な人財と多様な働き方の追求

5. 健康でやりがいが持てる仕事づくり

成長し続ける
組織・人財

持続可能かつ強固な経営基盤

環境・社会に配慮した取組の充実

社会課題を解決する事業の創出
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5ヵ年ローリングプラン─計画の概要

ネットワーク/基盤 計画概要

カー用品販売ネットワーク
▶  オートバックスチェンのさらなる強化に努めながら、ホームセンターをはじめとしたあらゆるカー用品を販売する事業者と連携し、それぞれが有す

るリソースを相互に活用することにより、市場競争力を高める

サービスピットネットワーク
▶  ECサイト「オートバックスドットコム」を起点とし、取り付け事業者と連携する方法に加え、他のサイトやチャネルで購入された商品やサービスの取

り付けや提供も行う

次世代整備ネットワーク
▶  整備事業者と当社が保有する次世代自動車の整備情報や顧客情報の集約を図るとともに、設備、オペレーションのノウハウを相互に連携すること

により、お客様にとって最適な整備とサービスを提供する

マルチディーラーネットワーク ▶  カーメーカーとの接点として、自動車の先端技術に関する情報や潮流などを取得し、各事業の市場競争力を高める

海外アライアンスネットワーク
▶  海外アライアンス企業から新しい技術やサービス、ビジネスモデルを取り込み、各事業の発展と新たな事業の創出に活用するとともに、国際間で

の仕入・卸売を開拓し、国内のバリューチェーンの改善や強化に貢献する

オンラインネットワーク
［情報基盤構築における戦略］

▶  各ネットワークから得られるあらゆる顧客接点を情報化し活用することで、カー用品販売の枠を越えたライフスタイルや利用シーンに応じたお客様
とのリレーションを高め、各事業に直接的に貢献する

人材基盤構築における戦略
▶   「働きがいのある職場づくり」「チャレンジする仕組み・仕掛けづくり」「人材データに基づく戦略的配置」により、イノベーションを創出する組織へ

変革するとともに人的資本価値の最大化を図ることで、稼ぐ力を向上させる

IT 基盤構築における戦略
▶  ビジネスモデルの変革や環境変化に迅速に対応できるITとDXの実現により、業務改革・労働生産性向上を図るとともに、顧客起点の価値を創造

し競争優位性を確立する

物流基盤構築における戦略
▶  外部連携を含めたDXによる物流改革を進め、国内オートバックス事業等の物流効率化やEC等の小口配送に対応する物流構築を図り、さまざま

な物流課題を解決するとともに将来に向けた取り組みを推進する

財務基盤構築における戦略
▶  各事業単位での投資収益管理を強化するとともに、事業ポートフォリオの見直しを行い、収益力向上と経費構造を見直すことで資本効率を高める。

株主還元は5年間累計の総還元性向100％を目安に実施する
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5ヵ年ローリングプラン─フォーカストピックス

AIを活用した物流DXによる物流改革

2050未来共創の実現に向けた課題の認識

　カー用品の商品供給を事業の中枢としている当社にとって、「物流システム」の改革による「出荷物量の平準
化による配送最適化」や「効率的な在庫管理による資金効率の改善」は喫緊の課題です。5ヵ年ローリングプ
ランにおける5つの事業基盤の一つでもある「物流基盤」の構築に向け、先端技術を活用した「物流改革」にも
取り組んでいます。

物流基盤構築に向けた中長期的な戦略

　2022年1月、GROUND株式会社（以下GROUND）へ資本参加および業務提携契約を締結し、
GROUNDの物流施設統合管理・最適化システム『GWES』の活用や物流ノウハウの共有化により、物流拠
点における「在庫」の可視化および商品調達の最適化を軸とした各取り組みの推進を開始しました。
　全国約600店舗のオートバックス店舗に出荷するためのカー用品を保管する東日本ロジスティクスセンターお
よび西日本ロジスティクスセンターの在庫を可視化し、2026年度までに現在の在庫の約20%を削減することを
目指します。物流施設内の在庫数や保管期間に加え、商品ごとの保管コストなども考慮しながら、物流施設運営
や商品調達を適切に行い、スピーディーな意思決定により配送の最適化と、効率的な在庫管理を図ります。

  物流改革の具体的な取り組み

1 在庫の可視化および在庫効率の改善・最適化 3 複数物流施設間での在庫および在庫情報の共有

2 データに基づく需要予測の構築 4 小口配送物流の構築

　具体的には、在庫効率の改善に向け、オートバックス店舗のPOSデータをはじめ、在庫情報や各種マーケッ
トデータ（販売企画情報、季節要因など）を用いた需要予測システムを企画・構築し、物流施設の仕入れと入庫
の最適化を目指し取り組みを進めています。
　また、東日本ロジスティクスセンターと西日本ロジスティクスセンターなど、複数拠点間の在庫と在庫情報
を共有し、在庫の最適化と配送のスマート化を実現します。
　さらに今後は、EC事業の拡大に向け小口配送に特化したEC物流機能の構築に取り組んでいく計画です。

  オートバックスセブンの物流改革

先端技術(GROUNDの「GWES」
と専門的なノウハウや知見)を活用
した新たな物流基盤の構築

▼
在庫を可視化し在庫効率の改善・
最適化を図る

業務提携の概要 新たな物流基盤の構築で培ったノウハウと技術をベースに

需要予測システムを企画・構築し、
物流施設での仕入れと入庫を最適
化。また、複数拠点間の在庫と在
庫情報を共有し、在庫の最適化と
配送のスマート化を実現

新設予定の小口配送に特化する
EC物流センターの企画と小口配
送物流の構築

  業務提携の概要

需要予測構築

在庫効率改善

小口配送新設

会員専用
ウェブにて
商品検索

将来的にはフルフィルメント
センターにて外部パートナー
企業の物流受託も想定

店舗の主力商品となる
トップ商材を在庫保管

月1回の
まとめ決済＋ ＋商品に関する

アドバイス

整備工場他
横持ち（在庫の融通）

在庫適正化

商品部

在庫情報

SCM改善

最適化計算
（アルゴリズム）

EC（小口）物流
拠点構築

在庫可視化

少人化システム、
ロボット導入

＋

東西ロジ

新ECセンター

主にECで販売する商品に加え、主にECで販売する商品に加え、
ロングテール商材を在庫保管ロングテール商材を在庫保管

＋

本社

仕入先

在庫情報
KPI

KPI

最適化計算
（アルゴリズム）

POS

需要予測

POS

経済産業省が定める「DX 認定事業者」に選定  
　当社は、経済産業省が定めるDX認定制度に基づく「DX認定事業者」に認定さ
れました。「5ヵ年ローリングプラン」で、ビジネスモデルの変革や環境変化に柔
軟に対応していくため「デジタルを活用した事業モデルおよび組織の構築」を掲
げ、DX推進に取り組んでいます。
　物流改革以外にも、店舗の人手不足の解消やECサイトで専門スタッフの接客
をご希望の方に向け、オンライン接客の実証実験を実施し、接客内容の可視化や
連携等を進めています。ほかにも、ピットの遠隔支援やピットナレッジの共有など、
作業平準化、人材育成の効率化など、環境に対応した実証実験を進めています。

TOPICS
需要予測
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2050未来共創実現を牽引するリーダー

小林 喜夫巳
取締役 会長

堀井 勇吾
代表取締役

社長執行役員

熊倉 栄一
取締役

専務執行役員

藤原 伸一
取締役

専務執行役員

池田 知明
取締役

執行役員

高山 与志子 
社外取締役 

三村 孝仁
社外取締役 

住野 耕三
取締役 

常勤監査等委員

小泉 正己
社外取締役

常勤監査等委員

三宅 峰三郎
社外取締役
監査等委員
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2050未来共創実現を牽引するリーダー

氏名 役職 期待される役割

スキル
経
営
経
験

グ
ル
ー
プ
経
営

事
業
多
角
化

人
事
、労
務
、組
織

資
本
コ
ス
ト
経
営
、

財
務
戦
略

当
社
の
各
事
業
の

知
見
・
経
験
を

持
つ
分
野

経
理
、財
務
、

会
計
、税
務

監
査

法
律

Ｅ
Ｓ
Ｇ
・

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

ジ
ェ
ン
ダ
ー
、

国
際
性
等

小林 喜夫巳

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

取締役 会長 代表取締役社長執行役員時の豊富な経験を生かした、当社取締役会の意思決定
および監督機能の実効性向上 ⃝ ⃝ ⃝ 　 　 卸・小売 ⃝ 　 　 ⃝

堀井 勇吾 代表取締役
社長執行役員

激変する経営環境において、経営のリーダーとして、変化を上回るスピードでさら
なる変革を推進し、オートバックスグループの持続的な成長と企業価値向上へ貢
献

⃝ ⃝ ⃝ 　 　 流通・
グローバル 　 　 ⃝ 　 ⃝

熊倉 栄一 取締役
専務執行役員

国内オートバックス事業における商品や営業の分野およびフランチャイズ加盟法人
との関係構築等の豊富な経験と実績に基づく、重要事項の決定や他の取締役の
職務執行の監督

⃝ ⃝ 　 ⃝ 　 卸・小売 　 ⃝ 　 ⃝

藤原 伸一 取締役
専務執行役員

国内オートバックス事業における営業、マーケティング、エリア戦略における多大な
実績に基づき、オートバックスグループの持続的な成長を牽引 　 　 ⃝ ⃝ 　 小売・

マーケティング ⃝ 　 　 ⃝

池田 知明 取締役
執行役員

財務、広報、ＩＲ、およびサステナビリティにおける高い知見を生かした資本コスト
経営の推進と的確な投資判断、ならびに、株主・投資家をはじめステークホルダー
の皆様との建設的なコミュニケーション活動

　 ⃝ 　 　 ⃝ 卸・小売 ⃝ 　 　 ⃝

高山 与志子 社外取締役 ファイナンスやM&Aなどに関するアドバイザリー業務の経験およびIR、コーポレー
ト・ガバナンスの知見を生かし、当社のコーポレート・ガバナンス強化を牽引 　 　 ⃝ 　 ⃝ グローバル 　 　 　 ⃝ ⃝

三村 孝仁 社外取締役 事業会社におけるグローバル市場での開拓・成長を牽引した実績を生かし、社外
取締役および独立役員として、一般株主保護の観点から当社の経営を監督 ⃝ ⃝ ⃝ 　 　 製造･流通・

グローバル 　 　 　 ⃝ ⃝

住野 耕三 監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役

取締役
常勤監査等委員

オートバックス事業をはじめ、経営管理、新規事業および海外事業などの広範な分
野における経験と実績を生かし、監査の実効性の確保ならびに当社の意思決定の
健全性、適正性の確保と透明性の向上に貢献

⃝ ⃝ 　 ⃝ 　 卸・流通 ⃝ ⃝ 　 　 　

小泉 正己 社外取締役
常勤監査等委員

事業会社における管理実務の経験に基づいた、経営管理・IR・ガバナンス・SPA
に関する経験および知見を生かし、監査の実効性の確保ならびに当社の意思決定
の健全性、適正性の確保と透明性の向上に貢献

⃝ ⃝ 　 　 ⃝ 卸・小売 ⃝ ⃝ 　 　

三宅 峰三郎 社外取締役
監査等委員

グループガバナンスの強化や事業ポートフォリオを意識した積極投資とモニタリン
グなどの企業経営に関する広範かつ豊富な経験に基づき、社外取締役および独
立役員として一般株主保護の観点から積極的に発言

⃝ ⃝ ⃝ 　 　 卸･製造・
マーケティング 　 ⃝ 　 ⃝ 　
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社外取締役による座談会

「誠実な企業風土を大切にしながらも、時代に合わせたアグレッシブな姿勢への改革を。」
「事業ポートフォリオの見直しが、これからの課題です。」

お客様を第一に考える誠実な企業文化は大きな財産。
チャレンジ精神のある堀井社長のリーダーシップに期待

──当社と取締役会についての印象

高山　当社は、真面目で誠実な文化を持った会社だと思います。創業
者の強いリーダーシップのもと成長を遂げ、その方針に沿って皆が一
つとなって経営を続けてきた期間が長く続いたことが、こうした社風に
影響しているのかもしれません。それぞれが意見を出し合い果敢に取
り組んでいくというよりは、物事を着実に成し遂げていこうという気風
が強いと思います。しかし、この数年は、もう少しアグレッシブにいろ
いろなことに挑戦していくような企業風土へと変わってきつつあるよう
に見受けられます。今は過渡期であると受け止めています。

三宅　私も同じように、みなさん非常に穏やかで、人柄もいい方たち
ばかりだと思っています。その反面、取締役会や執行役員会議などで
社内の皆さんが活発に議論したり、反対意見を戦わせたりという風潮
は少し弱いように感じます。例えば新しい事業に取り組み、経過が芳し
くないときに、よりよい方向性への転換を検討したほうがいいこともあ
ると感じます。主力の国内オートバックス事業においても、さらなる収
益改善、成長に向けて徹底して議論ができているかというと、やや弱
いかと感じております。会社としてのまとまりはあるものの、ときには
担当分野を越えて、取締役会で活発な議論が展開できるとよりいいと
感じております。
　堀井さんが、当社の現状をシビアに捉えていることに関しては、非
常に期待感を持って受け止めました。これまでは業界最大手として、
余裕があるように見える部分もあったのですが、危機感を強く持たれ
てリーダーシップを発揮されるという覚悟を感じました。

小泉　当社は、理念やビジョンを非常に強く持っている会社だと感じて
います。お客様に対する姿勢など、小売業としてのDNAがしっかりと
根付いている会社だと受け止めています。創業から70年以上経ちま
すので、創業の理念が風化しないように、継続して理念を浸透させて
いくということが、今後も大事になってくると考えています。
　執行役員を兼務する社内取締役と、社外取締役、監査等委員の議論

高山 与志子
社外取締役

小泉 正己
社外取締役

常勤監査等委員

三宅 峰三郎
社外取締役
監査等委員 
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社外取締役による座談会

──小林前社長に対する評価、堀井新社長への期待

小泉　成熟したカーアフターマーケットの中で、「５ヵ年ローリングプラ
ン」を策定して、将来に向けた成長戦略を示されたのは、大きな功績で
す。この厳しい経営環境の中でも、この数年は売上高、ROEなどは右
肩上がりで推移しており、非常に安定した経営をされてきたと受け止
めています。また、投資家サイドからは、トップラインの成長をもっと
強く目指してほしい、成長企業であってほしいという期待が強くあると
思います。これに応えることについては、今後の堀井社長の重要なミ
ッションの一つになると感じています。

三宅　小林さんは、幅広い業務経験を持ち、強い指導力とそのお人柄
でフランチャイズ加盟法人を含むオートバックスグループをリードして
こられたと感じています。地道ではありますが、着実な成長を成し遂げ
られたと思っています。特に国内オートバックス事業の次を担う新規事
業の発掘・育成については非常に熱心に取り組んでこられました。在
任中に、次の時代への種はしっかりと蒔いてこられたと思っています。
　後任の堀井さんは、まずはオートバックスチェンの従業員との対話
を増やしていただくことに期待しています。全国に広がる従業員の声
をできるだけ拾うことが、よりよい企業風土の醸成に大切なのではな
いかと思います。特に、人材不足と言われる整備士の人たちの声をも
っと聞いていただいて、地位向上やモチベーション向上につながるよ
うな改革をしていただきたいですね。
　小林さんと堀井さんは、一緒にやってこられた経緯もあるので、大
きな方針変化はないと思いますが、堀井さんはよりスピーディーに、
思い切った手を打っていただいて、事業についても、どう新しい施策を
実行していくのか、取捨選択も含め決断を下されるのではないかと期
待しています。利益重視の姿勢も示されており、今後は、組織の体質
も変わってくるのではないかなという感覚を持っております。

高山　前社長の小林さんが、先ほど申し上げたように、「５ヵ年ローリン
グプラン」において、これから自分たちがどういう風に進むかという大

それをDXと絡めて実効性を持たせていくことが、今後の当社の非常
に強い戦略になっていくと考えています。

「社外取締役が早い段階から社内の会議などに参加することで、
取締役会は高い実効性を保つことができています。」

──取締役会の実効性について。どのような議論がなされているか

高山　取締役会が実効性を持ち、監督機能を発揮するためには、その
前提条件として満たさねばならない要素があります。まず参加してい
るメンバー、特に社外取締役が事業や経営の状況について十分理解し
ていること。二つ目が、その会社にとって本当に重要な事項が取締役
会の議題として上がっていること。それから三つ目が、それらに対して
十分な時間をかけて徹底した議論が行われていること。これらが満た
されていれば、結論として社外取締役と執行側の意見が同じになった
としても、監督機能は十分発揮されていると言うことができると思いま
す。
　当社の場合は、取締役会の議論に至る前に、執行役員会議、モニタリ
ング会議、経営会議という三つの会議があって、それの全てに、オブザー
バーや正規メンバーとして、社外取締役が出席しています。それぞれの
会議にかなり時間を割き、異なる視点で徹底的に議論をしています。
　それにより、先ほど申し上げた三つの要素については、このプロセス
を経ることで十分に満たされるわけです。これらの会議を通じて、社
外取締役は事業や経営については十分に理解できます。また、その過
程で重要なテーマも自然と絞られてきます。ここまで実施している企
業は珍しく、社外取締役が監督機能を発揮するインフラは十分整って
いると思います。
　ただ、本当に実効性が発揮されているかどうかは、結局は企業価値
が上がったかどうか、業績や株価の上昇につながっているかということ
になります。これについてはまだ満足できる状況ではありませんので、
まだまだ我々も努力しなければならないと強く感じています。

は、非常に活発であるという印象です。取締役会の実効性評価等につ
いても、上場企業の中でも先行しているという印象を強く持っています。

「５ヵ年ローリングプランは、当社が進むべき進路を示した 
大きな成果。一方で、事業ポートフォリオの見直しも必要に。」

──「５ヵ年ローリングプラン」についての評価

高山　2019年、前社長の小林さんが、６つのネットワークと５つの事
業基盤、そしてそこから生み出される７つの事業という、「５ヵ年ローリ
ングプラン」の枠組みをつくったというのは素晴らしいことだと思いま
す。実際に取締役会やその他の会議でも、常に「５ヵ年ローリングプラ
ン」の考え方をベースに議論が行われており、また、同プランの内容は
社内全体においても十分に共有されていると感じています。今後は、 

「５ヵ年ローリングプラン」を遂行する中で、全体の事業ポートフォリオ
を最適化していくことが、必要になってくるのではないでしょうか。

三宅　「５ヵ年ローリングプラン」を基にさまざまな議論がはじめられる
のは、効率がよく、それぞれの事業に関して、見直しのタイミングなど
を明確にしていきやすくなっているように感じます。ステークホルダー
に向け、「５ヵ年ローリングプラン」でどんなメリットがあるのかを、もっ
と具体的にPRしていってもいいのではないでしょうか。また、オートバ
ックスの店舗が約600店もあるという強みを、もっと生かせる方法が
あるのではないかと感じています。

小泉　私は当社の価値創造プロセスの中でも、「５ヵ年ローリングプラ
ン」というのは非常によく練られているなという感想を持っています。
この成否の鍵を握る一つがDX（デジタルトランスフォーメーション）で
あり、当社の圧倒的な強みである小売のリアル店舗と融合することに
期待をしています。フランチャイズ加盟法人も含めて、これだけの数
のリアル店舗を持っているということは、圧倒的な競争優位性があり
ます。リアル店舗の店頭から得られる情報は相当な価値があるので、
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社外取締役による座談会

サービスや提案が生まれ、それが最終的には業績の向上につながって
いくのではないかと思います。新規事業というのは、本部主導ではじ
めるだけではなく、店舗を生かした広がりの中で生まれてくる可能性
もまだまだたくさんあるはずです。

高山　環境が激変する中で、それをチャンスと捉えて成長してほしい
のと同時に、これまで積み重ねてきたものも大切にしてほしいと思い
ます。一つは小泉さんもおっしゃったブランドです。クルマを所有する
お客様にいろいろな価値を長い間提供してきたことで培ったオートバ
ックスのブランドには、大きな価値があります。ビジネスの中身はこれ
からどんどん変わるかもしれませんが、このブランドの価値はずっと守
っていってほしいと思います。また、最初に申し上げたように、この会
社のみなさんは真面目であり、誠実な企業文化をお持ちだと思いま
す。お客様のために精一杯考えて、いろいろな価値を提供してきたと
いう文化、お客様に対するそのような考え方は、環境がどう変わろうと、
変わらず持ち続けてもらいたいと思います。

──今後、オートバックスセブンが目指すべき方向性

小泉　私が期待するのは、ESGやSDGsへの取り組みです。全従業員
を巻き込んでグループ一丸で推進し、業界をリードするような存在に
なっていってほしいというのが一つです。また、今はいろいろな先行投
資などが優先して行われている印象ですが、これからの将来に向け、ト
ップラインを含めて成長し続けるグループとなるような道筋を、堀井
さんには是非つくっていただきたいですね。もう一つ、ブランド力のさ
らなる強化です。堀井さんはまだまだだとおっしゃっていますが、やは
り私は、この業界でオートバックスブランドはナンバーワンだと思いま
す。これからも業界をリードするブランドであり続けてほしいし、もっと
もっとブランド力を高めていってもらいたいです。

三宅　全国の約600店舗を生かした展開ができれば一番と思ってい
ます。どこに行ってもオートバックスがあれば安心だというような、安
心感のある店舗ネットワークができればいいですね。もう一つは、各
店舗がそれぞれの地域で頼りにされ、地域にとって大切な存在であり
続けることです。こうした存在になることで、店舗を出発点に新しい

きな見取り図を提示したということは、社外取締役として高く評価して
います。長期ビジョンである「2050未来共創」や「５ヵ年ローリングプ
ラン」を掲げ、皆の視線を先に向けるような目標を示すことで、会社の
雰囲気、カルチャーも変わってきたと思います。
　それを受け継いだ現社長の堀井さんは、重点的な取り組みとして、
実効性向上とスピードアップ、収益管理の強化による事業ポートフォリ
オの見直しということを挙げています。これまでいろいろな種を蒔い
てきて、ある程度いろいろなものが見えてきています。ここで一度立
ち止まって、今後どの方向に力を入れていくかというポートフォリオの
見直しを、この１～２年はかなり強化していく時期だと考えています。
同時に、成長も非常に意識されています。ネットとリアルの融合、さら
にEV市場への対応など、難しい課題も多いですが、次世代の担い手と
してそれらに取り組んでいかれると思いますし、社外取締役としてその
取り組みを強く後押しをしたいと考えています。

「オートバックスという強いブランドの価値を最大限に発揮し、
力強い成長で業界をリードし続けることを期待しています。」

三宅  峰三郎
事業会社の経営者として、ガバナンスの強化や事業ポートフォリオを意
識した積極投資とモニタリングにより企業の成長を牽引。経営の広範
かつ豊富な経験と実績を有する。2018年6月に当社取締役に就任。�

高山  与志子
ファイナンスやM&Aなどに関するアドバイザリー業務の経験に加え、
IR、コーポレート・ガバナンスの分野にも精通する。2015年6月に当
社取締役に就任。

小泉  正己
事業会社における管理実務の経験に基づき、経営管理・IR・ガバナン
スに関する知見に加え、SPAに関する経験および知見を有する。2021
年6月に当社取締役に就任。�
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セグメント別事業概要

国内オートバックス事業

177,937

18,756

178,274

20,343

2021年3月期 2022年3月期

ビジネスモデル

　国内オートバックス事業では、国内最大規模の売上高を誇るカー用品総合専門店「オートバックス」をはじ
めとする店舗をフランチャイズ（FC）展開しています。2022年3月末時点で国内588店舗（直営12店舗含
む）を展開し、日本全国で営業しています。
　当社は、FC本部として世界各国からカー用品をはじめとする各種商品を買い付ける「商品調達機能」、エン

ドユーザーへオートバックスの認知や価値向上を行う「販促プロモーション機能」、経営・店舗運営コンサル
ティングや本部企画を伝達し販売をサポートする「コンサルティング機能」の3つの機能を発揮し、常にお客
様視点に立った事業運営を目指しています。

2022年3月期の実績

　国内オートバックス事業では、上期は新型コロナウイルス感染拡大などにより、外出や帰省の自粛の影響を
受けましたが、下期は寒波や降雪によりスタッドレスタイヤやタイヤチェーンなどの冬季用品の需要拡大もあ
り好調に推移しました。
　商品別では、世界的な半導体不足による新車減産の影響を受け、カーエレクトロニクスの需要が減少した
一方、タイヤをはじめとしたクルマのメンテナンス需要が拡大し、売上が伸長しました。
　その結果、2022年3月期の売上高は、1,782億74百万円（前年同期は1,779億37百万円）となりました。
売上総利益は、利益率の高い商品やサービスの構成比が高くなったことなどにより603億43百万円（前年
同期は588億91百万円）、セグメント利益は203億43百万円（前年同期は187億56百万円）となりました。

  売上高／営業利益 
■売上高　■営業利益�（百万円）

 売上高構成比 

オ
ー
ト
バ
ッ
ク
ス
セ
ブ
ン

お
客
様

フランチャイズ
加盟法人

（店舗子会社含む）
卸売

小売・
サービス

小売・サービス

73.4%

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。

FCシステムにおける店舗サポート  
▶  営業/マーケティング支援　全国12エリアの営業部に100人以上のカウンセラー（スーパーバ
イザー）を配し、店舗改革の立案と実施をサポートしています。

▶  人材教育支援/整備士派遣　店舗におけるOJT計画・人材育成計画の支援、店舗幹部向け研
修会などを開催しています。子会社の株式会社チェングロウスを通じて、整備士の育成やオー
トバックスチェン内への派遣を実施しています。

▶  カスタマー・ボイス・プログラム（CVP）　店舗をご利用いただいたお客様の生の声をアンケー
ト形式で収集し、各店舗の接客・品揃えやオペレーション、商品開発、販売促進、設備等の改善
につなげるプログラムを2017年3月期より本格稼働。2022年3月期は50万件以上のお客
様の声を収集しました。

POINT

サプライヤー

お客様

店舗 店舗 店舗 店舗

営業部

事業部

FC本部物流センター 西 東  物流センター

オートバックスセブン

店舗 店舗

指導・サポート
商
品
の
卸
売

商
品
の
卸
売

指導・サポート
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セグメント別事業概要

特定整備認証（電子制御装置整備）をオートバックスグループ車検指定店舗の全434店舗※で取得
　オートバックスグループの車検指定店舗の434店舗全店※が、自動車特定整備事業の3つの認証基準（設
備、工員、作業機械）を満たし、特定整備認証（電子制御装置整備）の取得を完了しました。特定整備認証の
取得により、これまでの分解整備に加え、先進安全自動車における電子制御装置整備の対象車両に対し、自
動ブレーキやレーンキープ機能などの電子制御装置の整備を行うことが可能になります。
 ※ 2022年3月29日時点での対象店舗全店

オートバックス公式アプリの利便性向上
　ピット作業予約が定着しつつあり、オイル作業WEB予約件数が前年比約45%増加しています。また、累
計360万ダウンロード（2022年8月末時点）を超えるオートバックス公式アプリでは、ピット作業予約機能に
加え、2021年10月に主要メンテナンス項目（エンジンオイル・オイルフィルター・タイヤ・バッテリー・ワイ
パー等）の作業履歴や次回交換お知
らせの機能を追加しました。また、点
検結果をアプリから即座に確認でき
るなどお客様の利便性向上を図って
います。

車買取・販売

　世界的な半導体不足による新車減産の影響を強く受けた
ものの、中古車の単価上昇や買取台数の増加を背景に、
オークションへの販売が好調に推移しました。買取において
は、特許を取得した「査定Dr.」による査定を実施しており、
全国一律の査定価格を提示しています。総販売台数は前年
同期比1.3％増加の約29千８百台となりました。

カー用品

魅力的なプライベートブランド（PB）商品
　オートバックスのプライベートブランド（PB）商品は、1977年から40年以上にわたり販売しています。“お客
様いちばん！”をモットーとした「AQ.（AUTOBACS QUALITY／オートバックスクオリティ.）」や、心躍るガレー
ジライフを提案するブランド「GORDON MILLER（ゴードンミラー）」のラインアップを増やし、お客様に自信
をもっておすすめできる価値ある商品の開発・販売を推進しています。

６年連続でタイヤ販売店No.１を獲得！
　タイヤにおいては、品ぞろえや販売促進を強化し、第三者機関によ
る調査結果※でタイヤ購入先として６年連続で第１位となりました。こ
うした優位性を生かし、国内有力メーカーとの連携によるPB・専売商
品を拡充し、タイヤ販売を拡大しています。
※ 株式会社日本能率協会総合研究所が実施する「タイヤに関する調査（2022年）」における結果

安全運転支援商品の提供
　アクセルとブレーキの踏み間違いによる急発進を抑制する装置「ペ
ダルの見張り番Ⅱ」やドライブレコーダーなどの安全運転を支援する
商品の需要が増加しています。当社は業界に先駆けてこの分野の商
品を充実させており、今後も商品を通じた交通安全の促進をしてい
きます。

車検・整備

　お客様の利便性向上とコロナ禍における接触機会低減の
取り組みとして、WEBや電話による予約を推進しました。加
えて、公式アプリにクルマのメンテナンス時期を通知する新
機能を追加しました。また、運転支援機能、自動運転機能が
付いた先進安全自動車を整備するために設けられた「自動車
特定整備制度」への対応を進め、車検指定工場の全店が特
定整備認証（電子制御装置整備）を取得しました。車検実施
台数は前年同期比0.1％増加の約65万２千台となりました。

ペダルの見張り番Ⅱドライブレコーダー

633 648 634 651 652

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

   車検実施台数の推移（全店舗ベース） （千台）

29.6 31.1 31.5 29.4 29.8

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

  車買取・販売台数の推移 （千台） 
（車買取専門店含む全店舗ベース）

日本能率協会総合研究所実施のタイヤに
関する調査（2022年）において、6年連
続でタイヤ購入先として選ばれました。
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セグメント別事業概要

海外事業

10,077

-172

11,084

-321

2021年3月期 2022年3月期

100

12
22

96

75

20

76

30

2021年3月期 2022年3月期2019年3月期 2020年3月期

ビジネスモデル

　海外事業では、成長を続けるASEAN地域を中心にオートバックス店舗の運営に加え、卸売にも注力して
います。卸売ビジネスでは、現地有力企業との資本・業務提携を通じたパートナーシップを強化しスピード
感を持った事業展開により収益拡大を目指します。また、小売・サービスビジネスでは、7の国と地域62店舗

（2022年3月末時点）にてカー用品販売とメンテナンスサービスを提供する店舗を運営し、国や地域ごとに
異なるクルマ文化の発達状況によって、店舗の大小、商品ラインアップなどお客様のニーズに合わせて事業
を展開しています。

2022年3月期の実績

　海外事業では、小売・サービスビジネスについては、都市封鎖による休業や外出自粛の影響を大きく受け
売上が減少しました。一方で、卸売ビジネスについては、新規取引先の開拓などにより売上が伸長いたしま
した。その結果、売上高は110億84百万円（前年同期は100億77百万円）、セグメント損失は３億21百万円

（前年同期は１億72百万円のセグメント損失）となりました。

海外連結子会社の状況

フランス 外出規制と解除を繰り返したものの、売上は徐々に回復傾向

オーストラリア カーエレクトロニクス商品や無線機が堅調だったことに加え、新たな卸売先の開拓や新規OEM商品
の導入などの営業活動により、売上が増加

シンガポール 外出自粛の影響で交通量が減少し、板金整備中心の子会社の修理件数にも影響を受け、売上が減少

中国 新規卸売先の獲得に苦戦したものの、中国国外への卸売が拡大し、売上が増加

マレーシア オーソライズドディーラー（認定店）が66店舗に拡大したことなどにより、売上が増加

  売上高／営業利益 
■売上高　■営業利益�（百万円）

海外事業　売上高推移 
■小売　■卸売　（億円）

 連結売上高構成比 

4.6%

海外連結子会社の
国別売上比率

■ フランス   56.9%
■ オーストラリア   22.1%
■ シンガポール   11.4%
■ 中国   9.1%
■ マレーシア   0.5%

オ
ー
ト
バ
ッ
ク
ス
セ
ブ
ン

お
客
様︵
法
人
・
個
人
︶

現地子会社
パートナー企業

卸売

卸売

小売・サービス

卸売

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。
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セグメント別事業概要

小売・サービスビジネス

　日本を除く世界7つの国や地域に62店舗を展開しています（2022年３月末時点）。
　国や地域ごとのクルマ文化の発達状況によって、求められるカー用品やメンテナンスサービスに対する
ニーズ・事業は異なります。当社は、現地パートナー企業と連携し、国や地域に最適な商品・サービスを提
供することで小売・サービスビジネスの収益確保に努めています。
　タイヤの販売が拡大しているフランスでは、日本と同じように「ピット予約サービス」を推進し、お客様の利
便性向上に努めています。タイでは、ガソリンスタンド拠点数第2位のPTGグループが大株主で当社の持分
法適用会社であるSIAM AUTOBACS Co., Ltd. が積極的な店舗展開を行っています。インドネシアでは、
インドモービルグループと合弁で設立したPT.AUTOBACS INDOMOBIL INDONESIAが同国にて4店
舗を展開しています。
　さらに、フィリピンでは、現地でカー用品と整備店を展開するMotechグループに商品供給を行っていま
す。

卸売ビジネス

　地域特性や“Japan Quality”を生かしたオリジナル商品の開発・販売を行っています。また、卸売・小売
の強みを連携させた棚提案型販売や既存進出国を中心に、現地企業とのパートナーシップを強化し、オーソ
ライズドディーラーによるプライベートブランド商品の普及促進と、スピード感を持った事業展開により卸売
先を拡大しています。

海外オリジナル商品の開発・販売
　日本国内で約50年お客様と向き合い続けてきたからこそつくることができる、高品質でありながらリーズナブルな
商品を海外向けに開発・販売しています。メンテナンス商品を中心に、順次ラインアップを拡充しています。

オーソライズドディーラー
　マレーシアや中国を中心に、当社の認定店として、オーソライズドディーラーを展開し商品の卸売を進めています。

棚提案型販売（コンサルタントホールセール）
　オートバックス事業で蓄積された売場作りのノウハウを基に、海外のハイパーマーケットなどへ商品陳列やPOPも含
めた棚提案型の商品提供を行っています。

オーストラリアにおける卸売の拡大

　2018年10月に、車載および船舶用無線機器卸売、カーエレクトロニクス機器等の製造卸売ビジネスを行
うAUTOBACS AUSTRALIA PTY LTDを当社の連結子会社としました。従前のビジネスの好調に加え、
オーストラリアの大手チェーン店への卸売の獲得や、ナビメーカー向けにOEM商品の供給を行うなどのコー
ポレート取引を獲得でき、売上が飛躍的に拡大しました。

マレーシアにおけるオーソライズドディーラーの増加

　他社が運営するカー用品店や整備事業者に対し、当社の認定店として商品を卸売するオーソライズドディー
ラーの展開をマレーシアと中国で進めています。特にマレーシアでは、この展開が飛躍的に成長し66店舗
（2022年3月末時点）に増加しました。

国 店舗数 初出店 運営会社

 台湾 6店舗（FC6店舗） 1991年 台湾客喜達汽車百貨股份有限公司

 シンガポール 2店舗（子会社2店舗） 1995年 AUTOBACS VENTURE SINGAPORE Pte Ltd.

 タイ 33店舗（FC33店舗） 2000年 SIAM AUTOBACS Co., Ltd.

 フランス 10店舗（子会社8店舗）（FC2店舗） 2001年 AUTOBACS FRANCE S.A.S.

 マレーシア 4店舗（子会社2店舗）�（FC2店舗） 2008年 ①  AUTOBACS CAR SERVICE MALAYSIA Sdn. Bhd.
② G7 RETAIL MALAYSIA SDN. BHD.

 インドネシア 4店舗（FC4店舗） 2015年 PT.AUTOBACS INDOMOBIL INDONESIA

 フィリピン 3店舗（FC3店舗） 2017年 Magnificent’7 Automotive and Franchising Company, Inc.
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セグメント別事業概要

ディーラー・BtoB・オンラインアライアンス事業

41,408

-287

48,527

-339

2021年3月期 2022年3月期

ディーラー事業 �ビジネスモデル／実績

　ディーラー事業では、主に国内の一般消費者に対して新車の販売とサービス提供を行っています。ディー
ラー事業を統括する当社子会社の株式会社オートバックス・ディーラーグループ・ホールディングスでは、
BMW、MINI、Audiの3ブランドの運営をしています。株式会社オートバックス・ディーラーグループ・ホー
ルディングスは2019年4月事業
統括会社として設立し、当社孫会
社にあたる株式会社アウトプラッ
ツ、株式会社モトーレン栃木に加
え、2021年4月には株式会社バッ
クス・アドバンスを含み、3ブランド
14拠点を運営しております（2022
年3月末時点）。2022年3月期は、
半導体不足による新車減産の影響
を強く受けたものの、営業活動の
最適化に加えて丁寧な顧客応対に
より長期にわたる顧客関係の構築
を図り、前年同期を上回る収益とな
りました。

BtoB事業 �ビジネスモデル／実績

　BtoB事業は、大きくBtoBのフリー
トと、BtoBtoCのホールセール（卸売）
の2つの側面があります。
　フリートでは、法人需要の取り込み
を目的としてオートバックスグループ
外の法人顧客への卸売販売や、法人顧客の保有する社用車に対してドライブレコーダーなどの安全支援商品
を中心に取付作業も含めた取引を推進しています。さらに、車検・整備・板金などを行う事業者の子会社化な
どによる次世代技術に対応した整備ネットワーク構築に向けた活動を強化しています。
　ホールセールでは、子会社の株式会社CAPスタイルや株式会社ホットスタッフコーポレーションを通じて、
ホームセンターや自動車整備事業者などへのカー用品の卸売販売を行っています。また、異業種に対し直接
取引を行うホールセールビジネスも徐々に拡大し、取扱店舗数、実績ともに増加しています。

日産自動車とコラボアイテムを製作

　2021年4月、当社と日産自動車株式会社は、カー用品およびNISSAN/NISMOブランドグッズに関する
領域で業務提携し、7月より当社で取り扱う車内用品や洗車用品などのカー用品を、日産自動車へ供給して
います。協業の具体例としては「キックス コロンビアエディション※」のインテリアアイテムの企画・開発を
行いました。汚れたものでも気にせず荷物を積めることに加えて、シート背面のポケットにも小物を収納で
きる「ラゲッジシート」など、
当社の商品開発ノウハウを活
用し、車両コンセプトに合うア
イテムの開発をしています。
※�日産自動車と総合アウトドアメーカーの
コロンビアスポーツウェアジャパンが�
共同企画した特別仕様車

  売上高／営業利益 
■売上高　■営業利益�（百万円）

 連結売上高構成比 
オートバックス
セブン

卸売事業子会社
法人顧客

卸売

卸売

20.0%

（株）オートバックスセブン

（株）オートバックス・ディーラーグループ・ホールディングス

（株）アウトプラッツ
BMW/MINI
正規ディーラー
6拠点（東京）

（株）モトーレン栃木
BMW

正規ディーラー
5拠点（栃木）

（株）バックス・アドバンス
Audi

正規ディーラー
3拠点（千葉、栃木）

組織図

シートバックポケット（運転席・助手席）

自動車
ディーラー

子会社
お客様

小売・サービスオートバックス
セブン

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。
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セグメント別事業概要

AUTO IN 車検・タイヤセンターの運営 P07

　2021年4月、千葉県・東京都・群馬県・栃木県・茨
城県において車検・整備・タイヤ販売を6拠点運営す
る株式会社ジョイフル車検・タイヤセンターの全株式
を取得いたしました。社名を株式会社BACS Boots
に、店舗屋号を「AUTO IN 車検・タイヤセンター」と
して新たに運営を開始しております。

「オートバックス法人会員制度」本格稼働

　法人のお客様に向けて、「オートバックス法人会員制度」を本格稼働し、新たな法人のお客様の獲得を図っ
ています。これまで営業所単位で都度精算していた社用車のメンテナンスやカー用品などの支払処理の手
間を省き、法人で月締め一括払いを可能にしました。

整備事業者に向けた専用商品の卸売を開始

　整備事業を中心とした一部の事業者に向けた専用商品の卸売を2022年1月よりテスト展開しています。
タイヤやオイル、バッテリーを中心に専用商品をラインアップし、整備事業者がお客様のクルマの車検や定
期メンテナンス時に、交換が必要となった用品を当社から低価格で安定調達できるようになり、取扱商品の
品質向上や収益性の改善につなげることができます。

オンラインアライアンス事業  ビジネスモデル／実績

　オンラインアライアンス事業では、オンラインを活用してBtoCおよびBtoBの両事業の拡大につながるプ
ラットフォームの構築を推進しています。自社サイトやオートバックス公式アプリと実店舗で連携し、お客様へ
カー用品等を提供しています。また、オートバックスグループ内外に関わらず、さまざまな企業や組織と連携
し、拡大を増すEC市場への参入スピードを高めています。

プラットフォーム整備によるお客様の利便性向上

　ECサイトの品ぞろえを強化し、ナショナルブランドタイヤや日産NISMOブランド商品の取り扱いを開始
しました。加えて、検索機能の拡張などのプラットフォームを整備することにより、お客様の利便性向上を図っ
ています。

ネットワークの構築の取り組み

　2020年4月に出資をしたタイヤECサイト「TIREHOOD」では、TIREHOOD利用のお客様の約3割がオー
トバックスを取付先に選択しており、自社ECサイトからの送客と併せて、循環送客が実現しています。

クラウド型酒気帯びアルコールチェッカー法人向けサービス開始 P07

　飲酒運転の根絶を目指し、企業や官公庁・自治体などの社用車
や近年増加するマイカーを業務活用するお客様に向け、クラウド型
の酒気帯びアルコールチェッカー「ALCクラウド」のサービスを
2021年10月より開始しました。本サービスは、車両を運転する前
後のドライバーの酒気帯び状態をチェックし、その情報をクラウド
上で管理するサービスです。社用車を運転する方の酒気帯び状態
の確認が義務化される改正道路交通法の施行に先駆けソリューシ
ョン型ビジネスを行い、交通社会の課題解決を目指しています。

商品（自社ブランド、仕入れ商品）

ホーム
センター

異業種
小売店 整備事業者 中古車

販売店
全国規模の
事業者 官公庁

オートバックス店舗

国内オートバックス事業 BtoB事業（新たな販路を開拓）

お客様
小売・サービスオートバックス

セブン
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セグメント別事業概要

「GORDON MILLER」
　ガレージユースやカーライフを前提とした機能的なデ
ザインのガレージウェアやファニチャー、アウトドアギア、
ツール、カーインテリア、カーウォッシュなどのさまざま
なプロダクトを通して、愛車のある“ガレージ”から拡張し
ていくライフスタイルを提案しています。
　また、2019年にはGORDON MILLERのエッセンスを
凝縮したオリジナルカーレーベル「GORDON MILLER 
MOTORS」を立ち上げました。GORDON MILLERの世界観をそのままに、機能性と車体設備を備える
クルマとしてトヨタ、日産の新車をベースに製作。ガレージライフの延長のようにロードトリップに出
かけられる、バンライフを実現するクルマを提供しています。

GORDON MILLER KURAMAEがオープン

　ガレージライフスタイルブランド「GORDON MILLER」
はブランド初の店舗「GORDON MILLER KURAMAE」を
2021年11月、東京・墨田区に出店しました。同店舗ではネ
ット通販のみで販売していた商品も多数ラインアップし、同
ブランドオリジナルのカスタムカーであるGORDON 
MILLER MOTORSも複数台展示しています。店舗には
GORDON MILLER MOTORSのメンテナンスのためのピ
ットを併設し、専門のピットスタッフが常駐することで、車両
購入後のサポート体制を構築しています。

拡張事業  

　拡張事業では、事業子会社を通じ「保険」「ローン・クレジット」「リース」のそれぞれの金融事業を展開して
います。保険事業ではスケールメリットを生かして、コスト構造の見直しを進めるほか、商品・サービスの延
長保証を充実させるなど、事業拡大とグループ全体のさらなる収益化に向けた体制強化を進めています。
ローン・クレジット事業では、オートバックスカーズとのデータ連携に伴う新たなサービスの開発に取り組むと
ともに、多様化する決済システムへの対応を進めることで、オートバックスグループでの収益最大化に向けた
取り組みを進めています。リース事業では、主にオートバックスグループ向けにサービス提供を行っています。

その他事業

3,471

-518

5,003

-795

2021年3月期 2022年3月期

ライフスタイル事業  

　ライフスタイル事業では、クルマでの楽しみ方が多様化する中、ライフスタイル提案型のブランド「JACK 
& MARIE（ジャックアンドマリー）」「GORDON MILLER（ゴードンミラー）」により、これまでのオートバック
スとは異なる、クルマを通じた新しい楽しみ方を提案することで、ブランド価値の向上に取り組んでいます。

「JACK & MARIE」
　「カーライフ、アウトドア、スタイル」を軸としたセレクトショップとして展開。オーストラリア、バイロンベイ
のSURFカルチャーを背景に、幅広いファッションをはじめ、アウトドア・インテリア・カー用品などのアイテム
を通して、クルマとともにあるライフス
タイルを提案しています。
　2017年6月ZOZOTOWNへの出
店を皮切りに、2022年3月末現在で東
京、神奈川、愛知でのリアル店舗3店舗
を展開しています。

  売上高／営業利益 
■売上高　■営業利益�（百万円）

 連結売上高構成比 

2.0%

トヨタ・ハイエースをベースにした
人気モデルGMLVAN�V-01

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。
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オートバックスセブンのマテリアリティ

サステナビリティについての考え方

　当社グループは、経営理念である「常にお客様に最適なカーライフを提案し、豊かで健全な車社会を創造することを使命とする」に基づき、私たちの提供する商品・サービスなどによって、持続可能な社会をつくっていきたい
と考えております。また、当社グループ従業員が一丸となって、事業活動を通じた社会課題の解決に取り組み、推進していくことは、「持続可能な開発目標（SDGs）」にも貢献すると考えています。これにより、当社グループの
持続的な成長と社会の持続可能な発展を両立させていきます。

推進体制

　当社は、長期ビジョンである「2050未来共創」の実現に向け、社会から求められ100年続く企業となるべ
く、全社で取り組みを推進しています。 2021年1月に、環境への配慮、社会課題の解決、ガバナンスへの
取り組みがビジネスと一体となった経営を目指し、社長執行役員をプロジェクトリーダーとした「ESG・
SDGs推進プロジェクト」を発足いたしました。同プロジェクトでは、当社が実現したい社会である「人とクル
マと環境が調和する安全・安心でやさしい社会」に向け、当社が「プロフェッショナルでフレンドリーな存在」
であることを目指し、これまで、サステナビリティへの理解の浸透、取り組み体制の整備、ビジネスモデルの
整理、リスク・機会の検討、マテリアリティの特定を行ってきました。
　また、常務執行役員4名を含む15名の執行役員をリーダーとし、課題に関連する部長・課長44名をタス
クメンバーとして、全社横断のタスクフォースを組成し、2022年5月に非財務目標を設定しました。

マテリアリティ特定のプロセスと重要性評価

Step2　社会課題の重要性評価
把握した社会課題に対してリスクと機会の分析を行い、当社にとっての重要性を評価。

Step4　マテリアリティ案の妥当性評価
マテリアリティ案について社外有識者を招聘し、社長および取締役、執行役員との意見交換を行い、その妥当性を
検証。その結果を踏まえ、マテリアリティを精査。

Step5　マテリアリティの特定
当社の取締役会での討議、承認を経て、マテリアリティを4つに特定。

Step3　マテリアリティ案の作成
重要度の高い社会課題を当社が積極的に解決すべき社会課題と位
置づけ、それら社会課題を事業やガバナンスを通じて解決していくた
めにやるべきことを経営課題候補として掲げ、経済性と社会性の2軸
で評価し、マテリアリティ案として整理。 経済性

社
会
性

重要

Step1　社会課題の把握
SDGsやISO26000、GRIスタンダード等から社会課題
リストを作成し、そのリストをもとにESG・SDGs推進プ
ロジェクトメンバーにより議論を行い、ワークショップを開
催して取り上げるべき社会課題を選定。

1. 循環型・共生型社会の実現

2. 気候変動への対応

3. 地域社会の活性化

4. 多様な人財と多様な働き方の追求

5. 健康でやりがいが持てる仕事づくり

取締役会

各事業部・コーポレート部門

ESG・SDGｓ推進プロジェクト
プロジェクトリーダー 社長執行役員
推進統括（2名）  執行役員　経理・財務・広報・IR担当 

執行役員　経営企画担当
推進リーダー（2名） 経営企画部長、D&I推進部長
推進メンバー（6名）  オートバックス事業企画部、総務部、人事部、 

広報・IR部、経営企画部

TCFDチーム

リスクマネジメント委員会
連携

指示／監督報告

指示／監督報告

連携

連携

オートバックスセブングループ（国内、海外）・フランチャイズ加盟法人・加盟店
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マテリアリティを達成するための非財務目標とKPI

4つのマテリアリティごとにタスクフォースを組成し、課題解決に向けた具体的取り組みと目標について議論を重ね、2022年5月に非財務目標を設定しました。その後同年10月にKPIを設定し、取締役非兼

務執行役員16名が、設定から達成まで責任をもって遂行します。

マテリアリティ 非財務目標とKPI

非財務目標 範囲 KPI 2021年度実績 2030年度目標

交通事故ゼロへの取り組み推進

連結 事故抑止商品の販売 17万個/年 23万個/年

連結 タイヤチェック・駆け込み拠点の構築（連携先の拠点を含む） 232拠点 734拠点

連結 地域交通安全イベントの開催 0回/年 4回/年

整備士の地位向上と育成

連結 検査員の確保と育成 185名 390名

連結 2級整備士の確保と育成 303名 450名

連結 EV対応教育の完了 414名 1,104名

クルマに関わる社会貢献の推進 連結 クルマを活用した災害支援 27台 111台

環境配慮型店舗の設置によるCO₂の削減 連結 環境配慮型店舗の推進 60店舗 140店舗

環境配慮型ビジネスの推進 
/サーキュラーエコシステムの実現

単体 環境にやさしい商品開発 40商品 300商品

連結 オイル缶削減（量り売りオイル販売比率向上） ─ 22万缶/年

脱炭素社会の実現に向けた 
安全・安心なEV普及の促進

連結 急速充電器設置 5店舗 43店舗

連結 EV車検の推進（車検台数） 200台/年 3,440台/年

連結 EV販売の推進（販売台数） 5台/年 2,500台/年

多様な人材が活躍できる企業風土づくり

連結 女性比率の向上 16.7% 30.0%

連結 女性役職者(課長以上)比率の向上 7.8% 18.0%

連結 男性育休取得の推進 ─ 100.0%

チャレンジを評価する仕組みづくり 単体 社員いきいき度の維持 2.7 3.0

健康で活力あふれる職場づくり 連結 喫煙者比率低減の推進 40.3% 20.0%

ESG・SDGsに関する方針の見直し・策定 
およびそれらの遵守 単体 サステナビリティ方針および関連方針の整備 課題認識 更新

さらなるモニタリングの強化 単体 ガバナンス体制と進捗状況のモニタリング強化 実施/整備 改良

価値創造に向けたデータ基盤整備と活用
連結 データ活用プロジェクトの推進 データ活用 

プロジェクト開始
データの 

連携・活用

単体 データ分析人材の育成 ─ 320名

社会課題を
解決する 

事業の創出

環境・社会に
配慮した

取組の充実

成長し続ける
組織・人財

持続可能かつ 
強固な経営基盤
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環境・社会に配慮した取組の充実

TCFD提言に基づく開示

気候変動リスクに対する当社の基本方針

　当社では、気候変動対応を重要な経営課題の一つと位置づけ、 2022年6月に、TCFD提言に賛同を表明し
ました。また、気候変動がもたらすリスク・機会の財務的影響について情報開示を求めるTCFDの提言に基づき、

「ガバナンス」 「リスク管理」 「戦略」 「指標と目標」の開示推奨項目に準拠した情報開示を積極的に進めていきま
す。今後も気候変動関連情報の拡充を通じて、ステークホルダーとの円滑な対話を進め、さらなる企業価値向
上を目指します。

TCFD提言に対する当社グループの対応

気候関連のリスクおよび機会における取締役会による監督体制 ガバナンス

　当社は、サステナビリティ全般に関する課題を重要なテーマと捉え、社長執行役員をプロジェクトリーダー
とする「ESG・SDGs推進プロジェクト」を発足し（2021年1月）、全社プロジェクトとして推進しています。
その議論・決定内容は取締役会に報告され、取締役会においては、当社としての取り組みについて承認およ
び必要な指示・監督を行っています。
　2022年度は気候関連リスクと機会を分析する初年度に当たり、経理・財務部、経営企画部、広報・IR部、
総務部を中心とした、シナリオ分析に当たる「TCFDチーム」を立ち上げ、気候関連リスクおよび機会の特定
から評価・分析を実施し、その検証結果について、取締役会へ報告しています。
　今後は、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の一つである「環境・社会に配慮した取組の充実」の

一環としてアプローチを進めていきます。
　「ESG・SDGs推進プロジェクト」では、気候変動への対応を含む当社のサステナビリティに関わる取り組
みの進捗を、随時、取締役会に報告する運用といたします。加えて、リスクマネジメント委員会と連携し、同
委員会で検証する中長期的に対応が必要なリスクの中にも統合していきます。

気候関連のリスクと機会の管理プロセス リスク管理

　当社は、全社のリスクを一元管理する組織として、代表取締役 社長執行役員を委員長とするリスクマネジ
メント委員会を設置し、事業活動に潜むリスクを定期的に洗い出し、重要リスクの特定とその管理体制の強
化を行っています。
　リスクマネジメント委員会では、事業への影響度・頻度などを分析・評価し、リスクの高いものから、対応
策が議論され、発生前のけん制を行うことを目指しています。また、取締役会への重要リスクの報告、および
リスクの対策に関する各部門への具体的な支援を行っています。
　気候変動に関わるリスクについては、「ESG・SDGs推進プロジェクト」が主体となり、各事業よりリスク情
報を収集し、リスクの特定と評価を実施しています。特定されたリスクと対応の進捗を、リスクマネジメント
委員会と共有することで、組織全体のリスク管理項目に統合していきます。

  気候関連のリスクと機会の分析プロセス

各気候関連リスク・
機会要因が、分析対象範囲に

及ぼし得る影響を
網羅的に抽出

分析対象 ［事業］　国内オートバックス事業
［範囲］　日本国内　事業所、直営および子会社店舗、物流拠点
［期間］　現在～2050年まで（短期：1年以内／中期：～2030年／長期：～2050年）

より発生可能性の
高いリスクを整理 対応策を

検討

採用シナリオ（物理リスク：
RCP2.6・RCP8.5、

移行リスク：ZNE・STEPS）に
基づき、2℃（未満）および

4℃シナリオ下での事業インパクトの
検証および財務影響を算出

取締役会

各事業部

ESG・SDGｓ
推進プロジェクト リスクマネジメント委員会

連携
TCFDチーム

指示／監督報告 指示／監督報告

連携連携
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環境・社会に配慮した取組の充実

気候変動に関するリスクと機会の特定 戦 略

　当社は、気候変動に伴うさまざまなリスク・機会を、事業戦略策定上の重要な観点の一つとして捉えてい
ます。
　温暖化の進行状況により、 気候変動はさまざまなシナリオが考えられますが、当社では代表とされる「4℃
シナリオ」と「2℃(未満)シナリオ」について「TCFD開示チーム」にて検討しました。期間は「2050未来共創」
に合わせ、2050年までを対象期間としました。
　「4℃シナリオ」においては、干ばつや大雨など異常気象が多発し、急性的な物理リスクの影響により、物流
センター、店舗の被災・休業、また冬季用品の需要減が発生する可能性があり、事業に甚大な影響を及ぼす
ことが想定されます。物流センターやデータセンターについては、既に地域の分散やバックアップ体制の整
備が進んでおり、物理的なリスクを最小限に抑えています。また、店舗については、浸水リスクに対し、BCP
の観点からの立地選定や構造の工夫等を進めることにより物理的なリスクを最小限に抑えることができると
考えます。商品については気温帯の変化、消費行動の変化に見合う商品の投入を進めることにより、冬季商
品需要減に伴う機会損失を最小限に抑えるための取り組みを進めています。
　「2℃(未満)シナリオ」においては、温暖化抑止に向けて技術革新や規制強化が進み、社会が変化すること
が想定されるため、移行リスクの影響がより顕在化すると考えます。炭素税などの税制、規制強化、電気料
金の上昇など、 店舗や物流センターのコストが上昇するリスクがありますが、省エネの推進により、リスク低
減を進めています。また炭素税や排出権取引の導入、ZEV（ゼロエミッション車）メーカーへの優遇政策や
内燃自動車への規制強化等が進むことにより、エンジン搭載車の販売台数が急激に減少し、代わりにZEV

の普及が急速に進むことが想定されますが、ZEV推進のためのインフラ整備や整備の拡充を積極的に進め
ることで、移行リスクの影響を最小限に抑えることができると考えます。
　なお、気候変動の影響は中長期的に顕在化する可能性を有することから、外部動向の変化も踏まえ、定期
的にリスク・機会の分析・評価の見直しや対応策の具体化を進め、中長期の経営戦略に反映させることで、

「2050未来共創」を実現する企業活動に取り組んでいきます。

温室効果ガス排出量削減に関する指標と目標 指標と目標

　当社は、「人とクルマと環境が調和する安全・安
心でやさしい社会」を目指し、温室効果ガス排出
量削減に取り組んでいきます。

 削減目標として、日本政府の宣言に基づき、
2050年度にカーボンニュートラル（排出量実質
ゼロ）を掲げ、取り組みを推進しています。
　具体的には、お客様の商品使用段階における排
出量削減も含めた環境配慮型機能性商品の開発
や、省エネ店舗化の推進および資源循環への取り
組み等を検討し、それらの数値目標の開示につい
ても進めていきます。

詳細はWebで

 スコープ別排出量

総排出量

14,804
t-CO2

Scope 1 
直接排出

1,128t-CO2

(7.6%)

Scope 2　
エネルギー起源の間接排出

13,676t-CO2

(92.4%)

分類 項目 リスク・機会 事業への影響
時期/影響

対応策
中期 長期

物理リスク
（4℃）

自然災害の激甚化

リスク

・ 物流センターおよび店舗の被災・
休業による売上機会の消失

・ 被災リスクの高い資産の再評価に
よる既存資産の償却および早期撤
収

大 大
・ 物流拠点およびデータセン

ターの分散化
・ 仕入先の分散化
・ BCPの観点からの出店地選

定、店舗構造の工夫
・ 店舗への復旧支援の実施によ

る、早期営業体制の構築

・ サプライチェーン寸断による原材
料の調達の難航と原材料コストの
増加

小 小

機会

・ 早期営業体制の構築による売上機
会の創出

・ 被災地への支援サービスによる新
規需要の開拓

小 小

平均気温の上昇 リスク
・ 店舗の浸水等による被害、休業によ

る売上機会の消失
・ 冬季用品の需要減

大 大
・ 保険加入による被災時の補償
・ 季節商品以外の商品ラインナ

ップの強化

分類 項目 リスク・機会 事業への影響
時期/影響

対応策
中期 長期

移行リスク
（2℃未満）

カーボン
プライシングの

導入

リスク

・ 炭素税負担の増加に伴うコストの
増加 小 小

・ 店舗へのLED照明の積極導
入

・ 店舗の省エネ推進

・ 省エネルギー技術導入推進に向け
た設備投資の増加 中 中

機会 ・ 省エネルギー技術導入推進による
エネルギーコスト削減 小 小

循環型
ビジネスの推進

リスク ・ 廃棄物処理要求の高まりによる処
分コストの増加 小 小 ・ 量り売り商品の拡販

・ 中古カー用品買取販売の拡大
機会 ・ 中古カー用品買取販売事業の拡大 小 小

プラスチック
規制等の強化

リスク ・ 石油由来原料の規制による包材価
格の上昇 小 小

・ 包装の簡素化推進
機会

・ 環境対象商品の取り扱い拡大やプ
ラスチック製品の切り替え

・ 消費者への情報発信によるブラン
ドイメージの向上

小 小

ZEV需要の増加
リスク

・ ZEV（ゼロエミッション車）の増加
に伴うエンジン関連部品の販売減少

（商品）
小 大 ・ EV（電気自動車）整備拠点の

増加および設備の拡充
・ EV充電器の提供

機会 ・ ZEV関連のサービス・商品販売獲
得等の新規ビジネス機会増加 小 大

算定範囲：�[事業]　国内オートバックス事業�
[対象]　日本国内　事業所、直営および子会社店舗、物流拠点
（147拠点）

算定期間：2021年4月1日～2022年3月31日
Scope�1：�燃料の燃焼、工業プロセス等、事業者自らによる温室効果ガス

の直接排出
Scope�2：他者から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う間接排出

https://www.autobacs.co.jp/ja/sustainability/environment/climate_change.html
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成長し続ける組織・人財

2050未来共創の実現に向けた人材戦略

人材戦略の全体像
　さまざまな社会課題を企業経営を通じて解決していくためには、解決主体となる組織や人材が、持続可能
かつウェルビーイングな状態で業務に従事し、成長し続けることが重要です。さらに、「2050未来共創」の
実現に向けて、「成長し続ける組織・人財」によりオートバックスグループの生産性向上を目指します。
　非財務目標としては、多様な人材が活躍できる企業風土づくり・チャレンジを評価する仕組みづくり・健康
で活力あふれる職場づくりの3つを設定し、従業員の多様性確保と働きがい向上につながるさまざまな取り
組みを実施しています。

多様な人材が活躍できる企業風土づくり

女性活躍推進法に基づいた行動目標と具体的取り組み
　当社は、多様な人材が活躍できる企業風土づくりのため、さまざまな取り組みを実施しています。2019
年4月1日から2022年3月31日までの3年間で設定した女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画に
おいて設定した目標は、それぞれ達成することができました。

目標（2019年4月1日から2022年3月31日まで） 2022年3月期実績

目標1:女性従業員（パートアルバイト含む）の割合を20.0％以上にする 21.9%

目標2:課長以上の役職者に占める女性割合を5.0%以上にする
（部長もしくはストアマネージャーで1名以上、課長6名以上を女性で任用する）

6.4%

働き方改革プロジェクト
　多様な人材が活躍するためには、多様
な働き方を受容できる環境も重要です。
当社は、これまでも働き方改革への取り
組みを積極的に推進しており、コロナ禍に
おいてはこれまでに経験のない働き方が
強いられる中、これをチャンスと捉え、新たな働き方にチャレンジしています。
　2021年5月には、「働き方改革プロジェクト」を発足。社内公募により「オフィス改善タスク」12名と、「働
きがい推進タスク」11名の2つのタスクチームが活動し、業務の見直しや仕組みについて部門横断で検討を
進めています。

オフィス改善タスク 働きがい推進タスク

1 拠点の最適化 1 機会と場の見直し

2 オフィス環境の改善 2 コミュニケーションの質向上

3 バックオフィス業務の効率化 3 コミュニケーションの効率化

4 制度・仕組み

研修によるダイバーシティ思考やキャリア形成支援  

マネジメント研修
　変化の激しい環境下において、複雑化するマネジメントや部下の多様
性に対応できる次世代の経営層の育成を目的として、全部門長を対象
にマネジメント研修を実施しました。主なテーマとして「生産性の高い
チームをつくるマネジメント研修」「ダイバーシティ思考を養うジェンダー
研修」を行いました。
　また、女性社員に対して「節目で考える自身のキャリア」をテーマとした
「女性キャリア研修」を実施しました。加えてキャリアの節目となる年代を
迎えた社員の自律的なキャリア形成を図るため、「年代別キャリア研修」を行いました。

POINT

取締役会

関係部門

オフィス改善タスク 働きがい推進タスク

マテリアリティ

非財務目標 人事戦略

5ヵ年ローリングプラン

健康で活力あふれる職場づくり ①働きがい 健康経営の推進

チャレンジを評価する仕組みづくり ②チャレンジ

多様な人材が活躍できる企業風土づくり ③戦略的配置 ダイバーシティ＆
インクルージョン推進

従業員の多様性確保と働きがい向上 ［方針］ 生産性向上・稼ぐ力向上

2050未来共創
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成長し続ける組織・人財

チャレンジを評価する仕組みづくり

2021年度オートバックスアワード
　オートバックスチェンでは、お客様に感動体験
を与えた店舗やスタッフなどを表彰する『カスタ
マーエクスペリエンス大賞』と『ベストピット・オ
ブ・ザ・イヤー』のコンテストを実施しています。
　「2021年度オートバックスアワード」表彰式は、
東京ディズニーシー・ホテルミラコスタにて開催
し、 本部、加盟店合わせて約160名がリアルで
一堂に会し、受賞者を褒め称え、懇親を深めまし
た。また、2021年度からは個人賞を3回受賞し
たプロフェッショナルスタッフに「Excellent」の称号を与え、表彰しました。
　受賞した店舗のスタッフにはその栄誉を称え、特別な名札やワッペンを授与し、より一層お客様に感動体
験を与えられるよう取り組んでいます。

価値観表彰2021・社長賞
　当社では互いに「褒め合う、認め合う」文化を
醸成することを目的とし、「価値観表彰」を2018
年度から実施しており、4回目を迎えました。6つ
の個人賞として、ムードメーカーやコネクター、チ
ャレンジャー、グッドリスナー、縁の下の力持ち、
ヘルスプロモーターがあり、さらにチーム賞のカ
テゴリがあります。2021年度は103名からの
推薦があり、のべ261名の社員がお互いに褒め
合いました。
　また、2021年度から新たにチーム賞の中から
選ばれた「社長賞」は、「オンライン接客構築チーム」の6名が受賞しました。ドライブレコーダーの接客応対
において、本部カーライフサポートセンターより店頭設置のモニター画面越しにお客様にダイレクトに接点
を持つテスト展開の取り組みが評価されました。

健康で活力あふれる職場づくり

　当社の健康経営の目標や取り組みを健康経営戦略マップとして整理し、その戦略に基づいた6つの重点
課題に取り組んでいます。これにより、全ての従業員が同じ志を持ち、ＰＤＣＡサイクルを回しながら一層の
健康推進を図っています。

健康経営戦略マップに基づく重点取り組み課題

1 禁煙促進活動の推進 2 生活習慣病予防対策の推進

3 がん対策の推進 4 こころの健康づくりの推進

5 女性特有の健康関連課題への取り組み 6 『健康経営』を推進する職場環境の整備

禁煙促進活動の推進
　「喫煙」が、生活習慣病の重症化予防やがんに悪影響を与えることは一般的にも知られていますが、オート
バックスセブングループではまだ、社会の平均よりも喫煙率が高い状態にあります。従業員の「身体の健康」
を維持・向上させるためには第一に取り組む課題と考えています。
　公益社団法人東京都医師会や公益財団法人日本対がん協会が連携し設立した「禁煙推進企業コンソーシ
アム」にも参加しており、他社事例の収集や当社成功事例の提供に努めています。また、喫煙者とその家族
に対して社長から禁煙促進の手紙を送付し、禁煙外来費用の補助を行っています。結果として2021年度末
の喫煙率は27.0%（単体）となりましたが、まだ社会全体の率より高い水準であり、引き続き卒煙に向けた
風土作りと、禁煙支援策を実施していきます。

健康経営：外部評価
健康経営優良法人2022～ホワイト500～に認定
　経済産業省・日本健康会議が主催する「『健康経営優良法人2022』～ホワイト500～」
に2017年、2019年に続き認定されました。地域の健康課題に即した取り組みや、日本健
康会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な健康経営を実践している企業な
どに与えられ、当社の従業員のこころとからだの健康に関する取り組みが評価されています。

「DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」４期連続で最高ランクを取得
　日本政策投資銀行による「DBJ健康格付」融資は、従業員への健康配慮の取り組みが優
れた企業を評価・選定するという、「健康経営格付」の専門手法を導入した世界で初めての
融資メニューです。
　当社は「従業員の健康配慮への取り組みが特に優れている」として、2015年、2017年、
2019年に続いて4回連続で最高ランクの格付を取得しました。

社長賞を受賞した「オンライン接客構築チーム」
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成長し続ける組織・人財

整備士の地位向上と育成

　整備士人材の確保・育成は、当社だけでなく自動車業界全体での喫緊課題の一つです。当社は、自動運
転、運転支援機能に代表される先進安全技術の開発・普及とならび、それを整備する人材の採用・育成・定
着化も必須と考えています。自動車整備士を、社会課題を解決する事業の創出に不可欠な人材として捉え、
整備士の地位向上と育成を図っています。
　当社は子会社である株式会社チェングロウスと連携しながら、整備士学校の新卒者や、有資格者の獲得を
進め、オートバックスグループとして採用活動を継続・拡大しています。加えて、整備士資格の取得支援を
積極的に進めるとともに、ピットの労働環境改善として、ピットの一斉休憩取得や、効率的作業が可能なピッ
ト機器の最新化などにも取り組んでいます。

整備士を増やす取り組み
　国内で自動車整備士として働く方々の数は約35万人
おり、オートバックスチェンでは、約3,700名の整備士を
抱えています。
　日本国内の自動車整備士は、ここ5年間で微減してお
り、平均年齢が約46歳と上昇傾向にあるといわれてい
ます。その要因として、整備士専門学校を卒業し入職す
る若者の数が減少していることが挙げられています。
オートバックスグループでは、中長期的に整備士を増やす活動として、子会社を通じて普通高校を卒業した
方や就業後に資格取得を目指す方を対象に、整備士資格を取得できる支援活動を続けています。

整備士資格の取得を支援する活動
　子会社の株式会社チェングロウスを通じて、各種ピットサービスをはじめ、国家資格である自動車整備士・
検査員の育成を行っています。充実した教育研修体系の構築と運用により、高い合格率を誇る整備士育成
プログラムを有しています。
　また、各都道府県の自動車整備振興会の協力のもと「福岡3級整備士短期講習」と「千葉3級整備士短期
講習」を実施しています。整備士としての知識・技術をしっかりと学んでいただくために各種教材とともに経
験豊富な講師陣をそろえ、自動車業界における整備士人材の不足という喫緊の課題解決とオートバックスグ
ループの発展のための役割を果たしてまいります。

分教場の認可取得
　2021年10月には、千葉県千葉市にある、株式会社チェング
ロウスの研修施設「サービストレーニングアカデミー（STA）千
葉長沼」にて、千葉県自動車整備振興会の技術講習所「長沼分
教場」として認可を取得しました。
　分教場とは、各都道府県の自動車整備振興会が行う技術講習

（二種養成講習）を実施することができる施設です。

外国人技能実習生
　子会社の株式会社チェングロウスを通じて、技術習
得を目指す外国人人材の育成を行っています。フィリ
ピンの外国人技能実習生や特定技能外国人を日本国
内店舗に配属し、日本の高度な自動車整備技術の継承
を図っています。
　2021年度は、フィリピンの方2名が3級自動車整備
士に合格しました。
　そして彼らが身につけたその技術を生かして、自国のモータリゼーションの発展と、地域の安全・安心に
貢献していくことを目指しています。

整備士のロールモデル「AUTOBACS GUYS」  

　「AUTOBACS�GUYS（オートバック
ス　ガイズ」は、全国のオートバックス
の店舗で活躍している自動車整備士
のうち、「プロフェッショナルであること」
「フレンドリーであること」「情熱がある
こと」を基準とした整備士のロールモ
デルで、2017年度から毎年選出して
います。自動車整備士の仕事は、お
客様の安全と安心に直接関わる重要
な仕事です。その仕事ぶりにスポットライトを当て、多くのお客様にオートバックスグループのプロフェッショナル
でフレンドリーな一面を整備士を通じて伝えていきます。

POINT

2021年度「AUTOBACS�GUYS」の5人



39
サステナビリティ Data center目次 トップメッセージ マテリアリティ価値創造ストーリー セグメント別事業概要価値創造の仕組み

循環型・共生型社会の実現

当社は、事業活動が環境に与える影響を考慮し、廃棄物の適正な処理、

物流や店舗における環境負担の低減を実施し、持続可能な循環型・共生型社会の実現を目指します。
非財務データ P54

オートバックスセブン環境方針

　当社では2011年9月に「オートバックスセブン環境方針」を策定し、カー用品、車検整備、車販売の事業活
動を推進する上で、環境に与える影響を把握し、フランチャイズ本部として環境負荷の少ない事業運営を推進
しています。

製品のリサイクルと適正廃棄

　オートバックス店舗でお客様から回収している廃タイヤは、専門業者にて選定・破砕が行われ、熱エネル
ギー源としてリサイクルされています。
　また、廃オイルや廃バッテリー等も素材別に分別され、指定の業者を通じて正しく処理することで再資源
化につなげています。
　他にもラジエター液やバンパー、アルミホイールなども素材ごとに分別されて再利用されています。この
ように、素材別にリサイクルされることで自動車全体のパーツの約90％がリサイクルされています。そのう
ち、別の材料に生まれ変わる部位、処理に手間のかかるエアバッグやフロンガスの処理にお客様からいただ
くリサイクル料が活用されています。

製品 リサイクルと適正廃棄

バッテリー 鉛極板 ・バッテリーメーカーで再利用

ケース ・プラスチックとして再利用

電解液 ・中和処理

オイル ・ボイラーなどの燃料として再利用

バンパー、アルミホイールなど ・素材ごとに分別されて再利用

ラジエター液 ・中和処理　・助燃材などとして熱利用

タイヤ ・セメント工場などの燃料や原料　・路面材などの原料

CO₂排出量の削減

電気自動車充電スタンド
　当社は、電気自動車充電スタンドをオートバックスチェン103店舗に設置しています（2022年7月末現在）。EVや
PHVのお客様の利便性を高めるとともに、環境の保全に配慮した環境負荷低減活動をグループ一丸となって推進し
ています。

メガソーラーによるCO₂排出の抑制
　当社の西日本ロジスティクスセンター（兵庫県三木市）内の遊休部分および同センター内建物の一部屋根を利用し
た太陽光発電を2013年より導入し、CO₂排出の抑制につなげています。2022年3月期の発電量は122万kWhで
した。

物流分野における取り組み
　商品輸送の過程で、急ぎの配送でないケースなどにおいて、トラック輸送ではなく、CO₂排出量が少ない鉄道コン
テナ輸送も利用しています。また、店舗への商品の配送に再利用可能な折りたたみコンテナは、箱の大きさも数種類
用意し、廃棄される段ボールの削減に努めています。

環境に配慮したPB商品の開発
　当社プライベートブランド商品のパッケージについて、軽量化や材質の見直しなど省パッケージを順次行い、廃棄
物発生の削減を行っています。

変更前 変更後 商品の素材に生分解性プラスチック、
パッケージにFSC認証の素材を使用した例

パッケージ変更例

https://www.autobacs.co.jp/ja/sustainability/environment.html
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多様な人財と多様な働き方の追求

当社は、事業を通じて地域社会の課題を解決する企業として、専門的な知識や技術を備えた人材の育成に注力しています。

また、社会への価値提供の源泉は人材と認識し、従業員一人ひとりが健康的に安心して働ける職場環境の充実を目指し続けます。

ダイバーシティ&インクルージョン

目標と現状
　2019年4月1日から2022年3月31日までの3年間で設定した女性活躍推進法に基づく一般事業主行動
計画の目標をそれぞれ達成しました。また、新たに、2022年4月1日から2025年3月31日までの計画を設定
しています。今後も目標達成に向けてさまざまな施策を進めるとともに、中長期に職場環境整備やキャリア自
律支援等に継続的に取り組み、当社グループの経営の意思決定に関わる女性従業員を増やしてまいります。

目標（2022年4月1日から2025年3月31日まで） 2022年3月末時点

目標１：女性従業員（パートアルバイトを除く）の割合を20.0％以上とする 18.0%

目標２：課長以上の役職者に占める女性割合を10.0％以上とする 6.4%

目標３：男性従業員の育児休業取得率を90％以上とする 22.7%

※目標の対象を女性従業員（パートアルバイトを含む）2022年3月31日までの目標から、女性従業員（パートアルバイトを除く）に変更しています。

男女ともに育児と仕事を両立できる職場
　当社女性社員は、結婚、出産、育児など多様なライフイベントを経ても働きやすい環境整備により、産休・育休後の
復帰率は100％を維持しています。また、男性社員においても、育児休業取得を推進し、ライフイベントを加味した柔
軟な働き方の充実を図ります。

採用等における多様性
　当社グループでは、新卒採用、中途採用、店舗での外国人技能実習生受け入れなど、国籍を問わず多様な人材を
毎年採用しています。
　当社の2022年3月期に入社した正社員に占める中途採用者の割合は20.0%です。また、当社では外国籍の従業
員が19名在籍しています（2022年3月末時点）。
　今後も引き続き、スペシャリスト人材や管理職候補人材の補完や知と経験の多様性等を強化していきます。

選抜研修
　2017年度より若年層を対象とした選抜育成研修を行っています。将来の管理職の担い手として30歳未満の若年
層を対象に中長期を見据えた当社グループの経営を担う人材育成をしています。

若手経営人材の育成
　国内店舗子会社ではカンパニー制を導入しており、�戦略や人的資源の分配、投資に関する決定など、高度な判断を
各カンパニーの責任者が行うことから、必然的に経営者の視点が求められます。戦略的に配置することにより経営視
点を持った人材を育成し、オートバックスセブングループ全体の組織力の向上を図っています。

キャリアローテーションとスキルアップ
　社員が幅広い知識や経験を得るためにジョブローテーションを意識した定期人事異動を行っています。また、一定
の条件を満たした社員であれば、業務を志望することができる社内公募・フリーエージェント制度や、専門性を深める
スペシャリストとしての専門職コースも設けています。社員一人ひとりの能力や適性、希望に合ったキャリア形成を支
援しています。

能力開発プログラム
　社内研修に加えて、外部団体による通信教育やeラーニング、公開セミナーの受講など約160コースが利用可能な
「カフェテリアプラン」を設けています。社員の自発的なキャリア開発を支援することを目的に一人あたり年間10万円
まで会社が補助しています。
　また、会社が指定する公的資格の取得者には報奨金を支給するなど、自己啓発・能力開発に積極的な社員を後押
しする制度が充実しています。

ワークライフバランスを実現する働き方

単身赴任しない働き方
　テレワークの拡大に伴い場所にとらわれない働き方を推進する一環として、異動や単身赴任を伴うエリア勤務とな
った場合でも、自宅等におけるテレワークと勤務先拠点への遠距離通勤を組み合わせた働き方を申請できるようにし
ました。

「オートバックスナレッジサークル」の開催
　リモートでの働き方が進む中、部門や業務の枠を超えた従業員同士のコミュニケーション機会を創出しています。従業
員が講師となり、個人が持つ特技・知見・スキルを共有し学び合う場として「オートバックスナレッジサークル」を実施して
います。従業員同士が能動的に参加し、対話することで、他部門への関心が高まり自律的な交流も活発化しています。

労働時間の適正化および柔軟な働き方
　従業員が心身ともに健康でいきいきと働けるよう、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進に取り組んでいま
す。フレックスタイムやテレワークなど多様な働き方に対応できる制度の導入も行いました。

人材育成・教育

教育体系の整備
　社員一人ひとりが仕事を通じて自身のキャリアを明確にするとともに、それをバックアップするための教育プログラ
ムを整備しています。また、事業別研修として、国内オートバックス事業を対象とした「オートバックスチェン教育体系」
を整備しました。今後、オートバックスセブングループ視点で、それ以外の事業に関する「事業別研修」体系の整備を
検討していきます。

非財務データ P54
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健康経営の推進

　当社は、創業以来、経営の三本柱の一つとして、「従業員の心と身体の健康」を掲げてきました。現在は、
SDGｓの【目標３：すべての人に健康と福祉を】にもつながっており、加えて「2050未来共創」を実現するた
めには、従業員の「心の健康」と「身体の健康」が全ての土台になると考え、従業員の健康に対する意識を高
め、健康経営を推進しています。
　これらの成果の一つとして、「『健康経営優良法人2022』～ホワイト500～」や日本政策投資銀行「DBJ
健康経営（ヘルスマネジメント）格付」を獲得しました。

健康経営組織
　社内と関連する団体で構成された健
康経営推進委員会を設置し、健康経営
の重点課題に加え、時間外労働の削減
や労働災害リスクの軽減といった労働
安全衛生の課題を検討しています。社
長をトップに据えた社内の健康経営推
進組織では、安全衛生委員会や社内の
健康相談窓口を設置しています。加え
て、第三者相談窓口として、外部専門機
関を利用することができます。

健康経営戦略マップ

健康でやりがいが持てる仕事づくり

　当社では、健康経営を通じて「従業員の労働生産性向上」を図るべく、「プレゼンティーズム改善」「アブセ
ンティーズム低減」「傷病による欠勤・休職日数の低減」「ワークエンゲイジメント向上」をKPIにして、改善を
目指します。そして、それらの健康経営の目標や取り組みを「健康経営戦略マップ」として開示することで、
全ての従業員とともにＰＤＣＡサイクルを回しながら推進を続けています。

重点取り組み課題
　健康経営戦略マップに基づき、従業員一人ひとりの健康が企業価値につながるということを、オートバック
スセブングループの従業員全員で考える組織風土を創っていくため、また、その活動を通じて広く社会に貢
献できるように、全従業員一丸となって以下の課題に重点的に取り組んでいきます。

1 禁煙促進活動の推進 禁煙環境の整備、および個々の禁煙への取り組みを支援するとともに、受動喫煙による健康
被害の対策を各事業所にて行います。

2 生活習慣病予防対策の推進 生活習慣病発症予防、および重症化予防対策に取り組みます。

3 がん対策の推進 がん検診受診率向上による早期発見と早期治療を支援するとともに、罹患者に対して治療と
就労の両立支援に取り組みます。

4 こころの健康づくりの推進 全社員がいきいきと健やかに最良のパフォーマンスを発揮できるよう、「セルフケア」や「ライ
ンによるケア」を支援するとともに、「社内の産業保健スタッフ等によるケア」、「社外のサービ
スを活用したケア」の推進に取り組みます。

5 女性特有の健康関連課題への取り組み 女性が健康で明るく、充実した日々を自立して過ごせる職場環境の整備と、支援策に取り組
みます。

6 『健康経営』を推進する職場環境の整備 『健康経営』の取り組みを職場に浸透させるための環境や組織の整備に取り組みます。

健康経営・労働安全衛生指標の推移
　私たちは、社員一人ひとりの「心の健康」と「身体の健康」を維持・向上に向けて、重点取組課題に基づく
各個別施策に取り組むとともに、その効果検証を行い、新たなKPI目標を設定し、健康経営全体のPDCAを
回しています。

⃝  生活習慣病等の疾病の高リスク者対策としては、特定保健指導と独自の健康マネジメント研修の実施を強化してい
ます。特定保健指導実施者では、BMI、運動習慣で全体より高い改善が見られました。また、健康マネジメント研修
の受講率は58.1％となっており、参加者の飲酒習慣、朝食摂取率、運動実施率にて改善効果が見られました。

⃝  「心の健康」面では、セルフケアやマネジメント上のポイントについて臨床心理士監修のeラーニングを制作・公開し
ています。2021年度の高ストレス者の割合は10.7％と、前年度より改善が見られました。

健康投資
健康投資効果

施策の取組状況に
対する指標

意識・行動変容に
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健康経営推進委員会

人事部長産業医

安全衛生委員会
衛生管理者
衛生推進者

保健師臨床心理士UAゼンセン
オールオートバックス

セブンユニオン

オートバックス
健康保険組合

オートバックス
グループ共済会

社内の健康相談窓口

社内の健康経営推進組織

社長

担当執行役員
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地域社会の活性化

当社は、クルマを単なる移動手段ではなく、人々の豊かな暮らしを支え、心を満たすパートナーであると考え、

クルマとともに歩む安全・安心で、楽しい場面を作り出していきます。

テーマ 活動 活動概要

交通事故防止への取り組み
商品を通じた安全運転支援 ペダルの踏み間違い事故を未然に防ぐための急発進防止装置の開発や販売

店舗を通じた交通安全啓発活動 交通安全啓発活動や地元警察署と連携して「ペダルの見張り番Ⅱ」を使った交通安全勉強会などを実施

自然災害に関する地域支援

災害時帰宅支援ステーション
外出先から帰宅が困難になる「帰宅困難者」に対して、店舗を災害時帰宅支援ステーションとしての利用や地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た情報提供な
どを行う協定を、各自治体と締結

モビリティ・レジリエンス・
アライアンスへの参画

一般社団法人日本カーシェアリング協会と協働し、被災地域に車の寄贈や運搬・整備等の支援

2021年7月に当該団体と災害時における車両支援協定を締結するとともに、当該団体を事務局として発足した「モビリティ・レジリエンス・アライアンス」に参画

令和3年8月大雨災害支援
一般社団法人日本カーシェアリング協会と協働で、5台の車両を佐賀県武雄市に寄贈するとともに、8台の車両を福岡県久留米市へ運搬し、クルマを被災された方
への無料貸し出し等を2021年11月末まで実施

クルマ文化の創出

ARTA
（AUTOBACS RACING TEAM AGURI）

世界に通用する日本人ドライバーを育成するために、元F1ドライバーの鈴木亜久里氏と共同で「ARTA Project （AUTOBACS RACING TEAM AGURI）」を 
設立し、レーシングドライバーとしての潜在能力を秘めた若者を発掘

スーパーGTへの挑戦
国内最高峰のレースであるスーパーGT選手権にARTAが参戦するとともに、スーパーGTに特別協賛を実施することにより、モータースポーツ全体を活性化し、世
界中のドライバーを車好きに変えることを実現。“レース好き”“車好き”の創造を推進している

eモータースポーツの発展を目指す
eモータースポーツ「JEGT GRAND PRIX」の大会スポンサーとして支援し、国内最大規模の賞金総額をかけた公式シリーズとして「AUTOBACS JEGT
GRAND PRIX 2021Series」を開催

次世代を担う子どもの育成支援
キッザニアへのパビリオン出展 オフィシャルスポンサーとして、「キッザニア東京」「キッザニア甲子園」「キッザニア福岡」それぞれに「カーライフサポートセンター」パビリオンを出展

職業観を育む「こどもばっくす」 オートバックスのつなぎを着てタイヤ交換をする「ピット作業体験」をはじめ、レーシングスーツを着ての記念撮影、クルマにお絵かきなど多くの体験を提供

FOCUS  需要の高まる在宅医療の普及に貢献 ─公益財団法人 在宅医療助成 勇美記念財団の公益事業に当社の配当金が生かされています

　2000年7月、当社創業メンバーの住野勇が所有していた当社の株式全てを寄付し、公益財団法人 在宅医療助成 勇
ゆう

美
み

記念財団を設立いたしました。その背景
にはこの先、超高齢化社会※が進むとともに医療技術の向上により、医療的ケア児が増加する日本の社会において、在宅医療は必要不可欠となります。当財団は、
その在宅医療の普及と質の向上を目的に、在宅医療に関する調査研究の実施、研修、セミナーの開催、普及啓発活動の実施等、在宅医療の推進事業に設立当初
より積極的に取り組んできました。
　その事業活動は全て当社の配当金で賄われており、2022年7月には設立2２年を迎えました。前期末までの21年間の在宅医療に関する事業費は2,817百万
円（その内1,729百万円が公募事業への助成金）となり、助成件数は2,521件にのぼります。

※厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html）より。2040年には65歳以上の人口が全人口の約35％となると推計されています。 設立20周年記念式典にて財団より、当社に感謝状が授与された様子
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商品・サービスの安定供給

オートバックスグループでは、創業以来積み重ねてきた企業ブランドを強みとして、社会への価値提供に努めています。

一方、事業活動を通じてそのブランドを毀損する可能性のある重要なリスクに対しては、未然に防ぐための仕組みを構築しています。

商品の品質管理

 品質担保

商品品質ガイドライン
　当社は、お客様に提供する商品とサービスはお客様の安全に直結するものと認識し、「オートバックスグループ商品
品質ガイドライン」を設け、品質の維持向上に努めています。

AQL基準
　当社は多くのプライベートブランド商品の製造を海外工場に委託していますが、品質の安定化を目指し、製造現場
での監査・助言を行っています。また、工場出荷の直前、またはロジスティクスセンターに入荷した時点で、世界的に
広く採用されている合格品質基準（AQL�Acceptable�Quality�Level）に基づいて検査を行っています。

商品品質基準
　当社では、商品の品質を「品質管理規程」に沿って管理しています。当社が販売元であるプライベートブランド商品
はもとより、ナショナルブランド商品についても製造メーカーや仕入先と連携し、商品本体または商品使用時の適法性
や、PL法に基づく消費者保護の観点など多面的な商品の管理を行っています。

 品質検証

商品不具合ホットライン
　ナショナルブランド商品の中にも、稀に不良品が含まれています。このような場合、当社では、取引先に対して対策
書の提出を義務付け、品質管理体制や製造工程にまで踏み込んだ再発防止策の検討・提案を行っています。また、グ
ループ内掲示板「商品不具合ホットライン」を導入し、タイムリーに各グループ店舗と情報の共有をしています。

 品質向上

バイヤー育成研修
安全・安心で質の高い商品をお客様に提供するため、毎年バイヤー研修を実施しています。バイヤーの役割や必要な
知識･スキルを体系的に伝え、損益管理やコスト構造だけでなく、これからの時代の環境変化に対応できる柔軟かつ戦
略的なバイヤーを育成し、オートバックスのブランド力を高め、品ぞろえと売場作りを行っています。

サービスの品質管理

 安全・安心担保

ピットサービスに対する品質管理
　当社グループ店舗では、ピットサービスマニュアルや脱輪防止マニュアルなどを整備し、常にお客様の安全を第一に
作業を行うことを徹底しています。また、メカニック資格を設け、技術研修やeラーニングなどを通じて、作業員の技術
向上に努めています。車検においては、グループ内で作業内容を統一し、品質の向上と作業効率を高めています。

第三者機関の認証取得
　当社は2017年より、自動車アフターマーケットに関する監査で強みを持つ、テュフ�ラインランド�ジャパンと業務提
携しました。2018年には日本で初めて「自動車用品量販店併設整備工場認証」を取得し、2022年3月末現在5店
舗が取得しています。

個人情報に対するリスク
　当社グループは、個人情報の保護に対して、情報セキュリティに最善の対策を取るとともにプライバシーポリシーと
して公開し、社内外に周知しています。また万一、個人情報の漏えい等が発生した場合、個人情報の持ち主の被害を
最小限に留め、当社グループの事業活動に影響を及ぼさないために社内の連絡体制を整備しています。

 利便性向上

ハイブリッドカー作業取扱店認定制度
　ハイブリッドカーのバッテリーなどを整備するには、「電気自動車等の整備業務に係る特別教育」を受けることが法
令等で義務付けられています。
　当社グループでは、「ハイブリッド研修」をグループ従業員向けに実施するとともに、「電気自動車等の整備に係る特
別教育」「絶縁工具」「診断機」「ハイブリッド研修」の4つを備えた店舗を「ハイブリッドカー作業取扱店」として認定し、
店舗の入り口付近に看板などを設置しています。2022年3月末現在366店舗が認定されています。

カーライフサポートセンター
　お客様からの商品の問い合わせや店舗対応に関するご意見、オイルやタイヤ交換の作業予約、店舗への問い合わ
せなど、さまざまな問い合わせに対応するため、豊洲本社内および山形にコールセンターを設置し、お客様のカーライ
フをサポートしています。

https://www.autobacs.co.jp/ja/sustainability/society/quality.html
https://www.autobacs.co.jp/ja/sustainability/society/quality.html
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コーポレートガバナンス

名称 定期開催 議長・委員長 構成員

取締役
（監査等委員である

取締役を除く）
監査等委員である

取締役 執行役員 主な役割

社内 社外 社内 社外

取締役会 原則月１回 取締役会の定める
ところにより選任 取締役 ● ● ● ● ―

中長期的な方向性や年度経営計画のほか、法令または定款で定められた事項
および会社の事業活動に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務
執行の監督

監査等委員会 原則月１回以上 委員の互選により
監査等委員より選任 監査等委員である取締役 ― ― ● ● ―

・ 選定監査等委員を通じた監査および内部監査部監査を通じた内部統制シス
テムによる監視・検証を通じて、取締役の職務執行を監査

・ 重要会議や会計監査人との会合へ出席するとともに、常勤監査等委員は、監
査環境の整備を行うほか、重要書類の閲覧等により社内情報を収集し、重要
事項については他の監査等委員にも共有

・ 監査等委員会の監査の方針および監査結果については、取締役会にて定期
的に説明および報告

ガバナンス委員会 原則月１回 委員の互選により
社外取締役より選任

独立社外取締役と代表取締役
および取締役会議長

●
（代表取締役
および取締役
会議長のみ）

● ― ● ―

取締役会に対して以下の事項に関する答申および提言を行うことで、取締役会
の機能の独立性、客観性および説明責任の強化により取締役会の監督機能を
高め、コーポレート・ガバナンスの一層の深化を図る
a．取締役候補者（監査等委員である取締役候補者を含む。）の選任および解任
b．代表取締役の選定および解任、サクセッション・プラン
c．執行役員の選任（当社グループ外部より招聘した者を執行役員に登用する
場合に限る。）
d．取締役（監査等委員である取締役を除く。）および執行役員の報酬体系
e．コーポレート・ガバナンスに関するその他の事項

経営会議 原則月１回 取締役会議長 取締役 ● ● ● ● ―
執行側による案件の審議・合意形成の場として位置づけており、取締役会決議
事項に内在するリスクおよびその対策等を事前に審議し、その過程および結果
を取締役会に報告するほか、全社方針・計画の立案

モニタリング会議 原則月１回 社長執行役員 役付執行役員等 ● 〇 〇 〇 ● 各事業および事業基盤における執行状況の確認や対策の検討など、業務執行
の推進に向けた討議

リスクマネジメント委員会 原則年１回 代表取締役
社長執行役員

業務執行取締役および
内部統制機能を担当する執行役員 ● 〇 〇 〇 ●

（内部統制担当） リスクマネジメント年度方針を策定し、リスクマネジメントの円滑、適正な推進

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、「オートバックスセブン�ビジョン」、「オートバックスチェン経営理念」および「オートバックスセブングループ行動
規範・行動指針」等に基づき、全てのステークホルダーに配慮した経営を行うとともに、社会の公器として、持続的な成長
と中長期的な企業価値の向上を実現し、社会に貢献するため、継続的なコーポレート・ガバナンスの強化に努めます。
　この基本的な考え方のもと、業務執行と監督の分離や、迅速かつ果断な意思決定と適切なモニタリングに取り組むなど、
公正かつ透明性ある経営を実現する仕組みを構築し、それらを実質的かつ十分に機能させることに努めます。

当社コーポレート・ガバナンスの特徴
　当社は、業務執行と監督を分離し、迅速かつ果断な意思決定と適切なモニタリングを両輪とする、より実効的なコーポ
レート・ガバナンス体制を実現し、さらなる持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指すため、監査等委員会設置
会社の特徴を生かしつつ、次の5つを実行することによりコーポレート・ガバナンス体制のさらなる増強を行っています。
１.�3分の1以上の独立社外取締役の選任：監督機能の強化、一般株主の利益保護
2.�取締役会の諮問機関である委員会の設置：透明性、客観性および適正性の確保
3.�常勤監査等委員および選定監査等委員の選定：監査等委員会活動の実効性確保、監査機能の強化
4.�執行役員制度の導入：執行と監督の分離およびモニタリング会議の開催、経営責任の明確化
5.�監査等委員による執行役員との定期的なミーティングの開催：モニタリングの強化

  ガバナンス体制図 2022年4月1日現在

株主総会

会計監査人

内部監査部

取締役（監査等委員）

リスクマネジメント委員会

取締役（監査等委員である取締役を除く）

代表取締役 社長執行役員

執行役員

担当部門／関係会社等

経営会議
モニタリング会議

ガバナンス委員会（指名諮問／報酬諮問等）

監査等委員会 取締役会
選解任

指示／報告／承認

連
携

連
携

指
示
／
報
告

選解任 選解任

指示／報告／承認

指示／報告／承認

指示／報告／承認

（諮問機関）

指示／報告／承認

監査
監査

連携

監査

2022年6月23日現在



45
サステナビリティ Data center目次 トップメッセージ マテリアリティ価値創造ストーリー セグメント別事業概要価値創造の仕組み

コーポレートガバナンス

取締役の選解任

役会議長により構成するガバナンス委員会を設置しており、取締役候補者の選定および取締役の解任に関
する株主総会議案の決定に際しては、同委員会に諮問・答申を経て、取締役会にて決定します。なお、監査
等委員である取締役の選任は、取締役候補者の選定の際に、代表取締役と監査等委員会との間で人材要件
を協議しながら進めております。
　また、監査等委員会は、監査等委員である社外取締役が参加しているガバナンス委員会において、各候補
者の資質、取締役としての適格性等を考慮した決定方針や指名手続の状況を踏まえ、また業務執行取締役
候補者においては各事業年度における業務執行状況および業績貢献を踏まえ、検討をした結果、適任かどう
かの意見表明を実施しています。

社外取締役

選任の状況
　当社の社外取締役は女性1名を含む多様な経歴を持つ人員によって構成しています。社外取締役は、いずれも、
（株）東京証券取引所が定める独立性の基準および当社の定める独立性要件を満たしています。多様な分野における
経験・知識を有した各々の社外取締役が、独立した客観的な立場から取締役会などの議論に積極的に貢献していま
す。

独立社外役員連絡会の開催
　当社は、筆頭独立社外取締役を設置しています。
　また、独立社外取締役４名（2022年6月23日以降）で構成し、筆頭独立社外取締役が主催する独立社外役員連
絡会を年数回開催し、社外取締役の相互の情報共有とコミュニケーションを強化しています。2022年3月期は年3回
開催し、代表取締役に対して提言を行いました。

社外取締役のサポート体制
　取締役会および経営会議に関しては、資料および議事録を電子メールまたは紙資料にて送付し、事務局または議案
の上程部門は、必要な情報を適宜提供するほか、必要に応じて事前説明を行っています。
　また、社外取締役が十分な情報に基づいて適切な判断をするため、取締役会決議事項に対する事前審議の場とし
て、取締役で構成される経営会議を設け、決議事項についての事業収益性およびリスク等について事前審議を行って
います。監査等委員会のサポート業務については、執行から独立した監査等委員会室が子会社の監査役を担う等、監
査業務を行っています。

社外取締役の独立性要件（抜粋）  

　当社の独立取締役とは、会社法および会社法施行規則の定めによる社外取締役であるとともに、以下の独立
性の要件を満たす者をいう。なお、以下の独立性要件に抵触する事態が発生した時点で、独立性を失うものと
する。

1.��当社および当社の関係会社（以下、当社グループ）ならびに特定の企業等と、利害関係をもたないこと。

2.��当事業年度を含む最近5年間の、当社グループの業務執行取締役等の配偶者、2親等以内の親族、あるいは
生計を一にしている者でないこと。

3.��第1項に該当する者の配偶者、2親等以内の親族、あるいは生計を一にしている者でないこと。

4.��独立役員としての職務を果たすことができないその他の事情を有していないこと。

POINT

　当社の取締役は、フランチャイズ加盟法人を含むオートバックスチェンにおける加盟店・取引先や従業員
等との相互信頼関係の重要性を理解し、中長期の企業価値、株主共同利益を向上させる意思と能力を有す
る者としています。
　社内取締役候補者は、当社の事業に精通している者とし、社外取締役候補者は、企業の経営経験や、法令、
金融、ガバナンス、リスクマネジメント等、専門知識や経験を備え、かつ、（株）東京証券取引所の有価証券上
場規程第436条の2の規定および当社が定める独立性の要件を満たす者としています。また、監査等委員
である取締役のうち１名以上は、財務・会計に関する相当程度の知見を有する者とするよう努めています。
　当社は、取締役会の諮問機関として、社外取締役を委員長とし社外取締役全員と代表取締役および取締

詳細はWebで

https://www.autobacs.co.jp/ja/company/co-governance/co_control.html
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コーポレートガバナンス

取締役会の実効性評価

　当社は、取締役会がその役割を適切に果たしていることを検証し、また、取締役会における課題を見出し、
継続的な改善を行うことを目的として、取締役会の実効性に関する分析・評価を行っています。

評価の方法
　第75期事業年度（2021年4月1日~2022年3月31日）に実施した実効性評価では、「取締役会の運営」、「取締
役会の構成」、「取締役会の議案」、「取締役会の議論と意思決定プロセス」、「社外取締役に対する支援体制」、「監査等
委員会の期待役割」、「ガバナンス委員会の運営等」、「投資家・株主との関係」、「昨年度の評価で指摘された課題への
取り組み」等の評価項目に対し、全ての取締役が選択式および記述式で回答しました。ガバナンス委員会が回答の分
析と課題整理を行い、その結果について取締役会にて報告いたしました。

2022年3月期の評価結果の概要
　当事業年度の評価の結果、現状の当社取締役会およびガバナンス委員会は概ね適切に機能していることが確認さ
れました。特に、重要課題である「ESG・SDGsに関する議論」については議論の深まりと全社的な取り組みの進捗を
評価する回答が多く見られました。一方、今後の課題としましては、海外や新たな事業領域の案件の調査・検討・論
点整理に係る知見の充足度、中長期視点でのビジョンや考え方に関する整理や議論について改善の余地があること
が確認されました。
▶今後の取り組み
　なお、上記課題事項につきましては、主に以下の取り組みを実施することで、取締役会の実効性とコーポレート・
ガバナンスを高め、企業価値の持続的向上を図りたいと考えております。
①海外や新たな事業領域の調査・検討・論点整理に係る知見の充足
②中長期視点でのビジョン・考え方に関する整理や議論の充足

モニタリング会議の機能  

　モニタリング会議は、社長執行役員が議長を務め、役付執行役員等により構成し、毎月1回の頻度で開催して
います。オブザーバーとして社外取締役、監査等委員である取締役が出席し、グループの方向性や戦略を示す�
「5ヵ年ローリングプラン」における7つの事業および5つの事業基盤の中から、毎月1つまたは2つを議題として
取り上げ、報告や討議を行っています。具体的にはそれぞれの事業、事業基盤の進捗状況や課題、今後の取り組
み等の報告を受け、個別の事業や事業基盤にかかる取り組みが「5ヵ年ローリングプラン」で目指す方向に沿っ
たものとなっているか、課題やリスクに対する認識と適切な対策がなされているか、他の事業や事業基盤との連
携により新たな価値創造につなげることができるかどうか、などさまざまな角度から意見交換を行っています。
　また、個別投資案件についても、国内と海外それぞれ年1～2回ずつ、進捗状況を確認しています。そこでは、
当初計画に対する事業の進捗状況を共有するだけでなく、投資目的を再確認した上で、投資継続の意義につい
て討議を行っています。
　またM&A案件については買収後の経営統合プロセスの進捗状況を定期的に確認し、価値創出に向けた取り
組みや、リスクを軽減するための施策等について討議を行っています。
　このように、モニタリング会議では、当社の主たる事業や事業基盤にとどまらず、M&Aを含む投資案件につい
ても討議対象に含まれており、その取り組み目的や内容を丁寧に説明し、出席者の認識の共通化を図ることによ
って、その進捗状況や課題、リスク等に関して建設的な意見交換を行うことが可能となっています。社外取締役
や監査等委員である取締役からも、専門分野の知見を生かした活発な発言がなされています。
　なお、社外取締役や監査等委員である取締役は、月1回開催される全執行役員が出席する執行役員ミーティ
ングにもオブザーバーとして参加しており、両会議への出席を通じて、当社の課題を十分に理解した上で、経営
会議や取締役会での議論を深めることができる体制を整えています。

経営会議の機能  

　経営会議は、取締役会議長が議長を務め、取締役により構成し、原則として月１回開催しております。経営会
議は、執行側による案件の審議・合意形成の場として位置づけており、取締役会決議事項に内在するリスクおよ
びその対策等を事前に審議し、その過程および結果を取締役会に報告するほか、全社方針・計画の立案等を行
います。

POINT

社外取締役によるコーポレートガバナンスの実効性強化  

　社外取締役は2021年3月期より、役付執行役員等で構成されるモニタリング会議や全執行役員で構成され
る執行役員ミーティングにもオブザーバーとして参加し、各事業および事業基盤における執行状況の確認や対
策の検討など、業務執行の推進状況を把握できる仕組みを導入しています。社外取締役はこれらの会議に参加
することにより、決議事項および自社の課題をより深く理解した上で、取締役会で十分に議論することが可能と
なっています。

POINT
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コーポレートガバナンス

取締役報酬

基本方針
　フランチャイズシステムからなるオートバックスグループの企業価値の維持、増大を図るとともに、業務執行の監督
機能を有効に機能させるための優秀な人材を、オートバックスセブンの取締役として確保することを、取締役報酬決定
に関する基本方針とします。

報酬水準
　報酬水準は、第三者機関による役員報酬に関する調査データを参考とし、また、業界における当社のポジション、目
標達成の難易度および役割等を勘案して設定しています。

報酬の構成と基本的な考え方
　当社の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）、執行役員に対する報酬は、固定報酬である
「基本報酬」、単年度の業績等の達成度に応じて決定する「年次インセンティブ」、中長期的なインセンティブを目的と
した「中長期インセンティブ」により構成します。社外取締役および監査等委員である取締役は、役割に応じて設定し
た固定報酬のみを支給します。当社の取締役に対する「基本報酬」「年次インセンティブ」「中長期インセンティブ」の
割合は、最高経営責任者である代表取締役社長執行役員においては48%：47%：5%を目安とし、執行役員として
の役位が高いほどインセンティブの割合を高く設定しております。
▶ 基本報酬
　管掌の範囲や責任、オートバックスセブングループ経営への影響度のほか、前年度の功績を勘案し報酬テーブルよ
り決定いたします。
▶ 年次インセンティブ
　単年度の連結経常利益目標および連結ＲＯＥ目標の達成を全役員共通の支給条件とし、全事業の経常利益目標お
よび執行担当分野に応じた財務的な業績数値のほか、財務的な業績数値だけでは測ることができない戦略目標の達
成度を評価基準とした個人課題を設定し、目標に対する達成度に応じて、基準額の０～180％の幅で変動するよう設
計しております。
▶ 中長期インセンティブ
　中長期的な業績と企業価値向上および株主の皆様との一層の価値共有を目的とし、中長期的な視点に立った経営
へのインセンティブと単年度の連結営業利益目標の達成に連動させることによるインセンティブとして、報酬テーブル
ごとに設定した額に応じた譲渡制限付株式を自己株式の処分による方法で事前交付しております。

報酬決定のプロセス
•�当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および執行役員の報酬体系は、ガバナンス委員会の諮問を経る
ことで、客観性・透明性を確保しております。当社の取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）
および執行役員に対するインセンティブについては、ガバナンス委員会の諮問を経て取締役会にて決議した報酬制
度に基づき算出をしております。

•�当社の監査等委員である取締役に対する報酬は、あらかじめ株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査
等委員会にて決定します。

•�当社の取締役報酬制度および報酬額は、社外取締役を委員長とし社外取締役全員と代表取締役および取締役会
議長で構成されるガバナンス委員会の諮問を経ることで、客観性・透明性を確保します。

•�監査等委員会から取締役が受ける報酬等について協議した結果、決定手続きは適切に行われており、報酬等は取
締役それぞれの役割・職責および成果に応じた額であることから、報酬等の内容は妥当であるとの意見表明を受け
ております。

  2022年3月期に係る報酬等の総額

区分

基本報酬 インセンティブ

報酬等の
総額

（百万円）

固定報酬 年次 中長期（株式報酬）

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

支給人員
（名）

支給額
（百万円）
※見込み

支給人員
（名）

支給額
（百万円）

監査等委員でない取締役
（社外取締役を除く） 4 142 4 155 4 15 312

監査等委員でない取締役
（社外取締役） 1 12 ― ― ― ― 12

監査等委員でない取締役　計 5 154 4 155 4 15 324

監査等委員である取締役
（社外取締役を除く） 1 25 ― ― ― ― 25

監査等委員である取締役
（社外取締役） 3 35 ― ― ― ― 35

監査等委員である取締役　計 4 60 ― ― ― ― 60

1.  株式報酬は、当事業年度に費用計上した金額を記載しております。

2.  取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2019年６月21日開催の第72期定時株主総会決議に基づき７名以内、年額480百万円以内（う
ち、社外取締役年額50百万円以内）と決議いただいております。

3.  取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2019年６月21日開催の第72期定時株主総会決議に基づき５名以内、年額120百万円以内と決議いただ
いております。

4.  取締役（非業務執行取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬限度額は、2019年６月21日開催の第72期定時株主総会決議
に基づき年額100百万円以内、対象となる取締役の数７名以内と決議いただいております。

5.  上記には、2021年６月23日開催の第74期定時株主総会終結の時をもって退任した監査等委員である取締役（社外取締役）１名を含んでおりま
す。
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コンプライアンス

コンプライアンス体制

　当社は、コンプライアンス体制の強化を進めるとともに、法令や倫理に適った事業活動の重要性を、本社
をはじめ子会社、フランチャイズ店舗を含むオートバックスグループの全店に周知徹底しています。
　法令や企業倫理の遵守は当然のことです。その大前提のもと、全てのステークホルダーの正当な期待に
応える「行動規範」と「行動指針」を明確に定義し、それらを基本原理として、当社内にとどまらずフランチャ
イズ加盟法人に対しても、コンプライアンスの徹底と啓発活動を推進しています。コンプライアンス状況を

店舗でのコンプライアンスチェック

　全国のオートバックス店舗では、年1回のコンプライアンスチェックを行い、継続的にリスクの確認と改善
を行っています。業務に関連する消防法、自動車リサイクル法などの法規制や、労務管理、店舗の安全に係
るフランチャイズ運営等に関する遵守事項の82項目のチェックを実施（2022年度）。発見された不備事項
に対して改善活動を実施し、本部へ報告しています。

オレンジホットライン

　「オートバックスセブングループ行動規範・行動指針」に基づき、グループ内通報制度である「オレンジホッ
トライン」窓口を運用しています。当社グループ内だけでなくフランチャイズ加盟法人を含むオートバックス
グループ全体を範囲とし、社外の通報窓口を通じて内部通報を受け付けています。なお、通報案件について
は発生都度、監査等委員会室を通じて速やかに監査等委員会に報告する態勢を構築しています。

※通報者の匿名希望があれば匿名での報告を実施

点検する仕組みとして、関連部門で構成する「統合リスクマネジメント事務局協議会」を毎月実施し、「行動規
範」「行動指針」から外れた行為の有無について確認しています。問題が認識された場合には迅速に対応す
る体制を構築しています。

  オレンジホットライン運用フロー  コンプライアンスチェック運用フロー

本部 フランチャイズ加盟法人・店舗
経営層

（オートバックスセブン）
経営陣

（本部・子会社・FC等）

オートバックスグループ
従業員・役員

事務局
（オートバックスセブン） 外部受付窓口

報告確認 チェック実施

改善確認・結果入力・報告 不備事項改善

店舗が入力したチェック結果確認後、
チェック実施、相違確認 改善完了後、システムから結果報告

通報・相談者

状況により指示 報告

報
告

調
査

報告・見解・助言通報・相談

報告

完了報告
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リスクマネジメント

統合リスクマネジメント態勢

　さまざまなリスクの的確な把握・評価と適切なコントロールを行うため、代表取締役社長執行役員を委員
長とするリスクマネジメント委員会が、リスクマネジメント年度方針を策定し、当該方針およびリスクマネジメ
ントに係る規程に基づき、リスクマネジメント活動を円滑、適正に推進しています。
　リスクマネジメント委員会は年次でリスク課題を設定し、その実行状況を総務部、法務部、内部監査部、
カーライフサポートセンターの連携により、モニタリングしています。また、リスクマネジメント委員会は全
社リスクの再評価を行い、経営環境変化との適合性を確保し、取り組むべき重大リスクを選定しています。
　これらについて、取締役会ではリスクマネジメント委員会から報告を受けるとともに必要な検討を行って
います。
　このほか、総務担当執行役員は、「重大事案報告」に関するルールに基づき、取締役会に重大事案の発生
状況や措置等について報告するとともに、監査等委員会その他関係部署とも情報を共有しています。
　重大な影響を及ぼす不測事態が発生した場合、または発生するおそれが生じた場合には、リスクマネジメ
ント委員長である社長執行役員が「危機対応本部」を設置し、自ら指揮を執り、迅速かつ適切な対応と回復に
努めることとしています。

BCP（事業継続計画）
　大規模な災害等の重大な危機が発生した場合は「危機管理規程」および「BCP（事業継続計画）マニュアル」に基
づき危機対応本部を立ち上げ、迅速な対応を執る体制を確保しています。2021年3月期において地震被害にかかる
危機対応本部、新型コロナウイルス感染症にかかる危機対応本部をそれぞれ立ち上げました。

統合リスクマネジメントの考え方

　当社は、オートバックスフランチャイズシステムを通じさまざまな商品・サービスを数多くの顧客に対して
提供しており、あらゆるステークホルダーからさらなる支持と信頼を獲得する「オートバックス」ブランドの維
持・向上に継続的に取り組むことが経営の最重要課題と認識しています。
　そのため、日々変化する当社グループを取り巻く環境変化に対応するだけでなく、目標達成を阻害する可
能性を有するさまざまなリスクの的確な把握・評価と適切なコントロールを行い、また重大事案が発生した
場合における、被害拡大防止や損害・損失の極小化を可能とする態勢を確立することで、企業の社会的責任
を果たすことに努めています。
　当社は、平時におけるリスクマネジメント体制および有事における危機管理態勢を統合した統合リスクマ

ネジメント態勢を確立し、統合リスクマネジメントに継続的に取り組むことが企業の社会的責任につながると
考え、統合リスクマネジメントの原則を「統合リスクマネジメント方針」として定めています。当社グループを
あげて「統合リスクマネジメント」に継続的に取り組み、ステークホルダーから信頼される企業グループを目
指します。

統合リスクマネジメントの継続的な啓発活動
　リスクマネジメント委員会は、平時および有事の両面において統合リスクマネジメント態勢が的確に機能するよう、
取締役、執行役員および従業員に対して統合リスクマネジメントに関する啓発活動を継続的に行っています。

  統合リスクマネジメント態勢　イメージ図

監査等委員会

危機管理主管部門

役員・従業員

危機発生 各機能の対策チーム

リスクマネジメント体制
⚫リスクマネジメント規程
⚫リスクマネジメント活動マニュアル

危機管理態勢
⚫危機管理規程など
⚫重大事案報告マニュアル

リスクマネジメント委員会
（委員長：代表取締役社長執行役員）

•グループのリスク管理
•リスクマネジメント推進など

危機対応本部
（本部長：社長執行役員）
•対策の策定
•迅速かつ適切な対応実施

リスクマネジメント
年度方針策定内部監査

改善

重大リスクの
アセスメント対策実施

取締役会

報告

報告 終息後報告

報告

状況報告・進言

設置

意思決定

Plan

Do

Action

Check
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財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスク

  事業に影響を及ぼす影響が高いリスク

主要なリスク リスク概要

店舗運営上のリスク 当社グループは、カー用品販売、車検・整備、車買取・販売を取り扱う小売店舗を営業しておりますが、店舗の営業に伴う廃棄物の処理、有害物質の取り扱い、ピット作業における事故発生、また店舗敷地内でのその他の事故発生などのリスクがあります。
これらは直接的、もしくは顧客のグループ店舗に対する心証悪化に伴う客数減少などによって、間接的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

商品の調達および仕入価格高騰に関するリスク 当社グループが販売している商品は国内外より調達を行っておりますが、各地域の政治情勢、自然災害、経済状況の変化などのさまざまな要因によってその商品の調達が困難となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。ま
た、仕入価格の高騰に伴う小売価格の上昇で商品・サービスに対する需要が後退した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

フランチャイズシステムのリスク フランチャイズ加盟法人において、不祥事等の発生によりブランドイメージが棄損された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社とフランチャイズ加盟法人との間においてトラブル等が発生した場合、契約の解消や、訴訟
につながり当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

競合などのリスク 同業他社、自動車メーカーおよびディーラーの本格的なカーアフター市場参入、タイヤ専門店や中古用品店およびアウトレット用品店、さらにインターネット販売業など競合他社の状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

海外活動に関するリスク 当社グループは、欧州、アジアを中心に世界各国で事業を行っています。これらの地域において、自動車および自動車関連用品に対する異なる文化、現地の企業との競合、経済状況、情報インフラの整備状況、知的財産保護の欠如、不安定な国際情勢お
よび感染症の流行など、さまざまな問題およびリスクに対応できない場合、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があります。

出店に関する規制
当社グループは、店舗の出店において「大規模小売店舗立地法」（以下「大店立地法」という。）により下記の規制を受けています。「大店立地法」は、売場面積1,000㎡超の新規出店や既存店舗の増床などについて、騒音、交通渋滞、ごみ処理問題など、出
店地近隣住民に対し生活環境を守る立場から都道府県または政令指定都市が一定の審査をし、規制を行う目的で施行されたものです。当社グループは、1,000㎡超の大型店舗を新規出店する際には、出店計画段階から地域環境を十分考慮し、出店地近
隣住民や自治体との調整を図りながら出店していく方針ですが、上記の規制などにより計画通り出店ができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

人材確保に関するリスク 当社グループが事業を維持・拡大していくためには、車の整備や検査等をはじめ次世代整備の専門性を有する人材や、イノベーションを創出することのできる多様な知見・スキル・価値観を有する人材を確保・育成していくことが不可欠です。今後の社会
情勢や雇用環境の変化により、相応しい人材を継続的に採用することが困難になる場合、既存事業における売上確保や成長戦略の推進に支障が生じるなど、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

法令違反によるリスク
当社グループは、法令遵守に係る問題につき内部統制の整備を図っており、より充実した内部管理体制の確立のため全社の内部統制を主管する部門を定め設置し、役員および従業員が高い倫理観に基づいて企業活動を行うよう行動規範と行動指針を制
定しています。しかし、役員および従業員による不正行為は完全に回避できない可能性があります。万が一このような事象が発生した場合、当社グループの社会的な信用の低下や、多額の損害賠償の請求など、当社グループの業績および財務状況等に
影響を及ぼす可能性があります。

情報管理に関するリスク 当社グループは、事業の過程において、個人情報や機密情報を保有しています。万一、当社が保有するこれらの情報の漏えい事故等が発生した場合、当社グループの社会的な信用の低下により、業績および財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。

システムに関するリスク 当社グループが行う事業活動の多くは、情報システムおよび通信ネットワークに依存しております。当社においては複数のデータセンターの保持や、定期的なデータのバックアップ等、対策を講じておりますが、想定外の事象により、システム障害が発生し
たり、データセンターの機能が停止するなどした場合、当社グループの事業活動に大きな支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

為替レートの変動 当社グループは、海外子会社に対して実施する外貨建て貸付金などが存在することから、為替変動により、財務諸表作成のための換算において、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

固定資産の減損 当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。今後、店舗等の収益性の悪化などにより、新たに減損損失を計上することになった場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

企業買収および事業の譲受けに関するリスク 当社グループは、企業買収および事業の譲受け、他社との業務提携などを通じて、新規事業の展開やグループ事業の再編を行っております。これら戦略的投資について、当初期待した効果が得られず戦略目的が達成できない場合、のれんの減損を含め当
社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

自動車の技術進化や利用方法の変化 自動車関連の技術は日々変化をしており、運転支援機能、自動運転の技術開発、電気自動車の普及などに伴い、当社グループが販売する交換用品の需要や市場規模が変化する可能性があります。こうした技術進化に伴う顧客ニーズの多様化に対し、柔軟
に対応できなかった場合、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

気候変動による影響について オートバックスグループの販売する商品には、スタッドレスタイヤ、タイヤチェーンなど天候により販売個数を大きく左右される季節商品が一部含まれています。そのため、冷夏や暖冬などの気候変動が発生した場合、季節商品の需要低下や販売時期のず
れにより売上高が減少する可能性があります。また、気候変動対策のための炭素税等の導入や各種規制の拡大が進んだ場合、事業活動の制約やオペレーションコスト・設備コストの上昇など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

自然災害 当社グループが店舗を展開する、また事業関連施設を所有する地域において、地震、台風その他の自然災害が発生し、当該施設が損傷、または役職員の死亡・負傷による欠員があった場合、売上高の減少、または現状復帰や人員の補充などにかかる費用
によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

強毒性感染症 人々の交通インフラの一翼を担う「オートバックス」事業を中核事業とする当社グループは、新型コロナウイルス（COVID-19）のような感染症の流行に備え、お客様・取引先、従業員等の安全を最優先に考えた上で、お客様の安全・安心な車生活を守る
ため、感染症流行時における営業継続の対策を講じていますが、感染拡大や感染蔓延などの状況に応じて、店舗の休業や営業時間の短縮などの措置をとる可能性があります。この場合、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

風評リスク 当社グループおよびその関係者に関連したインターネットへの不適切な書き込みや画像等の公開により、結果として風評被害が発生した場合、その内容の真偽にかかわらず、ブランドイメージおよび社会的信用が低下し、当社グループの事業および業績
に影響を及ぼす可能性があります。

訴訟リスク 当社グループが国内外において事業活動を継続するにあたり、多種多様な訴訟のリスクが存在し、内部統制の整備により内部管理態勢を確立しても、これらを完全に排除することは不可能であり、当社グループを当事者とした訴訟の提起を受ける可能性
があります。訴訟を提起された場合、その結果によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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価値創造の歩み

オートバックスは、日本初のカー用品総合専門店として1974年に誕生しました。日本のモータリゼーションの発展とともに、独自の品ぞろえとサービスでお客様の多様な嗜好やニーズに応え、

国内カー用品市場シェアNo.1の地位を築きました。クルマを取り巻く事業環境が大きく変化し続ける中、これからも常に新しい価値提供に挑戦し続けます。

オートバックス直営1号店 プライベートブランド商品発売 スーパーオートバックス1号店 電気自動車充電スタンド設置 A�PIT�AUTOBACS�SHINONOME キャリブレーションエリア

マイカー購入への関心が高まる中、オートバックス
は1974年に誕生しました。商品ごとに流通経路が
異なっていた当時、カー用品一式の購入と取付が
できるワンストップ業態が高い支持を獲得しました。

「クルマの個性」が求められるようになる中、
オートバックスでは、ライフスタイル別の陳列・
提案などを通じて、お客様の多様化する嗜好
に的確に対応しました。

「スーパーオートバックス」では、広大な売場
と取付・整備用ピットにCD販売や軽飲食を併
設した店舗で多彩なイベントを開催しました。
また、車検事業にも本格参入しました。

オートバックスでは、誰もが長く安全に運転で
きるよう、｢カー用品」「車検・整備」「車買取・
販売」の3つの柱で、お客様のカーライフ全般
を支援する業態へと変革を進めました。

めまぐるしく変化する環境に対応し、社会、ク
ルマ、人のくらしの変化を捉え、適応すること
で市場競争力を高めるために、2019年4月、
｢5ヵ年ローリングプラン」を策定しました。

業界環境の変化に対応するため、整備ローカ
ルネットワークを構築し、ノウハウを共有する
ことで、より高度で質の高い整備サービスを
お客様に提供することを目指しています。

カー用品の
ワンストップ業態を展開

多様化する嗜好に応え、
商品力・提案力を強化

スーパーオートバックスを開発、
車検事業に本格参入

｢カー用品」「車検・整備」
「車買取・販売」を3つの柱に

カーライフのトータル支援へ
力強い成長に向けた

変革と創造
整備事業者とのネットワーク構築・

次世代整備への対応強化

1974 1980 1990 2000 2010 2020~

 店舗数　  売上高

1947
⃝ 住野敏郎、大阪市福島区に 

自動車部品の卸売を目的とした 
個人商店「末廣商会」を開く

1980
⃝ （株）オートバックスセブンに
　社名変更

1991
⃝ 台湾に海外1号店オープン

2001
⃝ フランス第1号店オープン

2012
⃝ マレーシア（FC店）第1号店 

オープン

2017
⃝ タイヤの卸・小売を営む 

マレーシア企業と 
資本・業務提携

2019
⃝ オーストラリアAudioXtra社 
（現AUTOBACS  
AUSTRALIA PTY LTD）を 
連結子会社化

⃝ SK AUTOMOBILE社（現AUTOBACS CAR CARE 
 (SINGAPORE) PTE. LTD.）を連結子会社化

2018
⃝ ガソリンスタンドで 

タイ国内2位の 
「PTG Energy Public  
Limited」と資本・業務提携

2015
⃝ インドネシア第1号店 

オープン

2015
⃝ BMW/MINI 

正規ディーラー事業を開始

2018
⃝ 「Nerima BMW/MINI
　練馬」の営業開始

2019
⃝卸売事業を行う（株）CAPスタイル設立
⃝正和自動車販売（株）を連結子会社化
⃝ 連結子会社（株）オートバックス・ 

ディーラーグループ・ホールディングスを設立

2020
⃝ 高森自動車整備工業（株）を連結子会社化
⃝（株）カーフロンティアと戦略的提携
⃝ BSサミット事業協同組合との包括業務提携

1977
⃝ PB商品 
「オートバックスオイル」 
「オートバックスタイヤ」 
「オートバックスバッテリー」発売

2002
⃝ カーズシステムを導入し 

車販売ビジネスを開始

2014
⃝ プライベートブランドを刷新 
「AQ.」ブランド展開開始

2017
⃝ 手洗い洗車などメンテナンスに 

特化した新業態店舗 
「Smart+1」をオープン

2018
⃝ 日本初クルマに関わる 

ライフスタイルブランド 
「JACK & MARIE」誕生

2020
⃝ 自動車整備の全国ネットワーク 
「BSサミット」と包括的業務提携

2019
⃝ A PIT AUTOBACS  

SHINONOMEリニューアル

 国内オートバックス事業　  海外事業　  ディーラー・BtoB・オンラインアライアンス事業

2020
⃝ タイ SIAM AUTOBACS Co., Ltd. の 

一部株式をPTG社に譲渡し、 
持分法適用関連会社に異動

2021
⃝Audi正規ディーラー事業を開始
⃝（株）ジョイフル車検・ タイヤセンター全株式取得し、
　「AUTO IN 車検・タイヤセンター」として運営開始
⃝ 日産自動車（株）と業務提携

2021
⃝ EV市場へ参入
⃝ 「キャリブレーションエリア」の新設

2022202020152010200520001995199019851980197519741947
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直営1号店オートバックス 
東大阪店オープン

フランチャイズ第1号店 
オートバックス函館店オープン

 
国内100号店達成

 
国内300号店達成

 
国内500号店達成

国内店舗588
※3月末現在
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財務非財務ハイライト

  売上高   営業利益／売上高営業利益率   親会社株主に帰属する当期純利益／ 
自己資本当期純利益率（ROE）

   総資産／総資産経常利益率（ROA）

  自己資本／自己資本比率   1株当たり配当金／配当性向   電力使用量／CO₂排出量   オートバックスチェンおよび本部 
容器包装利用量の推移

823

704

4,106

3,365 3,439 3,363
3,932

677 677 671

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

7,010

5,403

4.3 4.4

3.1

5.8 5.7
5,485

3,764

7,050

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

228,586
211,630 213,840 221,400 220,449

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

122,892126,866

67.7 68.1 69.0 65.6 64.5

123,582 119,251 123,833

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

■電力使用量（万kWh）　■CO₂排出量（t-CO₂）

■親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
■自己資本当期純利益率（ROE）（％）

■�総資産（百万円）　■総資産経常利益率（ROA）（％）

■1株当たり配当金（円）　■配当性向（％）

■営業利益（百万円）　■売上高営業利益率（％）

■自己資本（百万円）　■自己資本比率（％）

（百万円）

165.7

203.9
0.9

95.6

50.8

56.6

0.9

96.8

81.7

78.6

0.6

92.3

90.5

104.2

0.5
17.3

82.3

91.9

0.0
9.9

68.7

87.1

258.2
287.8

192.0

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

189,910187,405

4.5 4.4 4.6

6.2 5.9

181,391
172,799

187,914

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

11,552

7,284

3.7 3.5 3.4

4.8 5.1
7,478 7,585

10,577

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

6060

91.6 90.1

127.4

68.0 67.3

60 60 60

2018年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

■商品パッケージ（プラスチック）（t）　■商品パッケージ（紙）（t）
■店舗（レジ袋）（t）　■店舗（紙）（t）

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。2021年3月期までは、当該基準は適用していません。 ※ オートバックスセブン本社、地方事業所、直営店舗、ロジスティクス
センターの合計を表示。
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財務データ

2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期

損益状況（百万円）

売上高 230,168 231,697 209,454 208,142 204,033 211,630 213,840 221,400 220,449 228,586

卸売 131,858 132,733 124,279 117,848 115,637 121,081 124,214 126,931 124,763 126,430

小売 94,770 95,540 82,039 87,310 85,566 87,357 86,018 90,762 90,971 96,405

その他 3,538 3,422 3,136 2,983 2,830 3,889 3,607 3,705 4,713 5,751

営業利益 12,745 13,944 6,403 6,701 5,829 7,284 7,478 7,585 10,577 11,552

経常利益 14,472 16,421 8,250 7,780 7,120 8,226 8,203 8,059 11,219 11,246

親会社株主に帰属する当期純利益 7,590 9,786 4,609 4,371 3,015 5,403 5,485 3,764 7,050 7,010

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,741 12,072 11,829 10,564 9,488 16,394 4,447 10,603 17,163 5,712

投資活動によるキャッシュ・フロー -4,522 1,519 -2,403 -4,984 -7,147 -2,915 -3,078 -3,370 -6,085 -7,710

財務活動によるキャッシュ・フロー -14,861 -11,166 -12,617 -11,154 -7,457 -5,840 -9,876 -9,684 -309 -12,300

フリー・キャッシュ・フロー 6,219 13,591 9,426 5,580 2,341 13,479 1,369 7,233 11,078 -1,998

設備投資額 6,248 4,819 6,127 5,895 4,842 3,587 4,618 3,429 3,996 6,300

減価償却費およびのれん償却額 5,193 4,550 4,804 4,012 4,384 4,131 4,045 4,665 4,154 4,554

財務状況（百万円）

総資産 205,526 201,481 186,531 180,454 176,708 187,405 181,391 172,799 187,914 189,910

自己資本 143,301 144,363 138,553 131,747 127,392 126,866 123,582 119,251 123,833 122,892

有利子負債 9,720 8,124 6,844 6,297 8,284 6,896 4,991 7,303 12,667 10,763

1株当たりデータ（円）

当期純利益 243.66 107.71 52.83 51.60 36.00 65.49 66.58 47.10 88.28 89.17

配当金 156 64 60 60 60 60 60 60 60 60

配当性向（%） 64.0 59.4 113.6 116.3 166.7 91.6 90.1 127.4 68.0 67.3

純資産配当率（DOE）（%） 3.4 4.1 3.7 3.8 3.9 3.9 3.9 4.0 4.0 3.9

総還元性向（%） 158.2 105.8 222.2 235.4 255.7 91.6 142.5 182.8 68.0 109.5

経営指標

売上高営業利益率（%） 5.5 6.0 3.1 3.2 2.9 3.7 3.5 3.4 4.8 5.1

自己資本当期純利益率（ROE）（%） 5.3 6.8 3.3 3.2 2.3 4.3 4.4 3.1 5.8 5.7

総資産経常利益率（ROA）（%） 3.5 8.1 4.3 4.2 4.0 4.5 4.4 4.6 6.2 5.9

自己資本比率（%） 69.5 71.5 74.2 72.8 71.9 67.7 68.1 69.0 65.6 64.5

※2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」等を適用しています。2021年3月期までは、当該基準は適用していません。
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非財務データ

項目 単位 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期

店舗・FC

国内店舗数 （店） 593 585 584 588

うちFC加盟店 （店） 458 453 451 453

海外店舗数 （店） 46 45 45 62

うちFC加盟店 （店） 15 15 33 50

稼働会員数 （千人） 7,169 7,272 7,303 7,578

自動車整備士数※1 （人） 3,739 3,768 3,721 3,746

連結従業員数 （人） 4,171 4,385 4,279 4,388

取締役数 （人） 8 7 7 8

うち社外取締役 （人） 3 3 3 3

うち監査等委員 （人） — 3 3 3

注釈がない場合は、オートバックスセブン単体の期末時点または、2022年3月期の情報です。

※1： オートバックスチェン全体の自動車関連国家資格（自動車整備士1
級・2級・3級）の延べ保有者数。

※2： オートバックスセブン本社、地方事業所、直営店舗、ロジスティクス
センターの合計を表示。

※3： 国内オートバックス事業に関わる日本国内事業所、直営店舗および
子会社店舗、物流拠点を対象。

※4：各期末（4月1日）時点の情報。
※5： 法定雇用率は2018年から2.2％、2021年3月から2.3%です。

※6：法内時間外労働時間を含む。
※7： 2017年11月に本社勤務社員に導入、2020年4月より対象を順

次拡大し、単体全社員の71％に適用。
※8： 一次健診受診対象者のうち受診した割合。　
※9： オンライン開催を含む。
※10： 最小値１、最大値４とする評点の平均値　高点数ほど良い状況。
※11： SPQ（Single-Item Presenteeism Question 東大 1 項目版）

を用いた従業員調査の結果。

  主要非財務データ
項目 単位 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 目標数値［目標年月］

人材育成

社内公募 合格異動者数 （人） 3 6 6 9

フリーエージェント制度 利用者数 （人） 9 8 13 9

推奨研修 受講者数 （延べ人数） 215 72 107 135

風土改革・働き方改革

月間平均残業時間 ※6 （時間） 6.9 6.8 4.8 5.5

年次有給休暇取得率 （％） 49.8 64.7 62.2 52.2

テレワーク取得日数※7 （延べ日数） 1,747 10,285 105,915 131,276

価値観表彰 受賞者数 （延べ人数） 104 165 391 336

健康経営

定期健康診断 受診率※8 （％） 100.0 100.0 99.9 100.0

特定保健指導 実施率 （％） 49.8 55.0 46.9 ― 70%以上［2024.3］

健康マネジメント研修 受講率 （％） ― 64.4 75.5 58.1

健康経営セミナー※9 （回） 17 11 3 8

（人） 276 52 191 71

ウォーキングキャンペーン参加者数 （延べ人数） ― 254 179 407

喫煙率 （％） 36.8 34.0 29.9 27.0 20％未満［2024.3］

ワークエンゲイジメント（個人）※10 （pt） ― 2.6 2.7 2.6 3.0pt［2023.3］

プレゼンティーズム※11 （％） ― ― 87 87 90%［2023.3］

健康経営に関する投資額 （百万円） 26 19 32 43

雇用

正社員数 （人） 993 999 1,007 990

　うち男性 （人） 858 855 854 831

　うち女性 （人） 135 144 153 159

項目 単位 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 目標数値［目標年月］

環境

電力使用量（単体）※2 （万kWh） 677 677 671 823

CO₂排出量（単体） ※2 （t-CO2） 3,365 3,439 3,363 3,932

電力使用量（連結）※3 （万kWh） ― ― ― 3,165

CO₂排出量 Scope１ （連結）※3 （t-CO2） ― ― ― 1,128

CO₂排出量 Scope２ （連結）※3 （t-CO2） ― ― ― 13,676

ダイバーシティ

女性従業員
（パートアルバイト含む）比率※4 （％） 19.5 20.9 20.9 21.9 20％以上［2022.3］

女性従業員
（パートアルバイト除く）比率 （％） ― ― ― 18.0 20％以上［2025.3］

女性管理職（課長以上）人数 （人） 2 4 8 9

女性管理職（課長以上）比率 （％） 1.4 2.9 5.6 6.4 10％以上［2025.3］

女性の育児休業取得率 （％） 100.0 100.0 100.0 100.0

男性の育児休業取得率 （％） 8.0 7.1 4.8 22.7 90％以上［2025.3］

育児短時間勤務者 （人） 29 27 28 28

外国人従業員人数 （人） 12 14 16 19

障がい者従業員人数 （人） 14 19 22 20

障がい者従業員雇用比率※5 （％） 1.53 2.18 2.47 2.24

60歳定年後再雇用社員人数 （人） 42 42 30 36

（正社員と再雇用社員計のうち） （％） 4.1 4.0 2.9 3.5

  環境・社会データ
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国内の業態／主要子会社

  国内の業態 （2022年9月30日現在）   主要連結子会社一覧 （2022年9月30日現在）

国内オートバックス事業

株式会社オートバックス関東販売
株式会社オートバックス山梨
株式会社オートバックス中部販売
株式会社オートバックス関西販売
株式会社オートバックス南日本販売
株式会社オートバックスつくば
株式会社チェングロウス
株式会社車検・鈑金デポ

海外事業

AUTOBACS VENTURE SINGAPORE Pte Ltd. 
　本社所在地：シンガポール
AUTOBACS CAR CARE (SINGAPORE) PTE. LTD.　 
　本社所在地：シンガポール
AUTOBACS FRANCE S.A.S. 
　本社所在地：フランス
AUTOBACS CAR SERVICE MALAYSIA Sdn. Bhd. 
　本社所在地：マレーシア
澳徳巴克斯（中国）汽車用品商業有限公司 
　本社所在地：中国
AUTOBACS AUSTRALIA PTY LTD  
　本社所在地：オーストラリア

ディーラー・BtoB・オンラインアライアンス事業

正和自動車販売株式会社
高森自動車整備工業株式会社
株式会社オートバックス・ディーラーグループ・ホールディングス
株式会社CAPスタイル
株式会社ホットスタッフコーポレーション
株式会社BACS Boots
VEEMO株式会社

その他子会社

株式会社オートバックスフィナンシャルサービス
株式会社オートバックス・マネジメントサービス
ABT マーケティング株式会社
株式会社エー・ディー・イー
株式会社ファトラスタイリング

位置づけ   標準型店舗
1店舗当たり年間売上   約 3.3 億円
売場面積   400㎡～
商圏   5km前後

オートバックス

オートバックス店舗で下取りした中古カー用品や
アウトレット商品の買取および販売の専門店。

オートバックスセコハン市場

クルマを中心としたライフスタイル商品を提案す
るとともに、車に詳しくない方にも気軽にご来店
いただける店舗。

オートバックスガレージ

位置づけ   大型店舗（フラッグシップ店）
1店舗当たり年間売上   約15.5億円
売場面積   1,650㎡～
商圏   20km前後

スーパーオートバックス
（Type Ⅰ）

ガソリンスタンド型の店舗。ドライバーとの接点
の多いガソリンスタンドを起点に近隣のオートバ
ックス店舗へ送客するなど、新たな顧客層を開
拓。

オートバックスエクスプレス

ドイツ生まれの自動車シートブランドRECARO
を取り扱う専門店。ASMでしか販売していない
オリジナルモデルRubyシリーズもラインアップ。

レカロ専門店 ASM

位置づけ   大型店舗
1店舗当たり年間売上   約 7.6 億円
売場面積   990㎡～
商圏   10km前後

スーパーオートバックス
（Type Ⅱ）

中古車の買取・販売、新車の販売を行う業態。来
店・出張での車の査定・買取に特化した店舗は都
市部を中心に出店。

オートバックスカーズ

CAR LIFE/OUT DOOR/STYLEを軸に、クル
マとともにあるライフスタイルを提案する日本初
セレクトショップ。

JACK & MARIE

クルマに関するあらゆるコトが新たに発見・体験
でき、BOOK＆CAFÉスタイルを導入することで、
同乗する家族や友人といった幅広い世代の方々
が一緒に楽しめる店舗。

A PIT AUTOBACS

洗車を中心にカーメンテナンスに特化し、完全予
約制でサービスを提供する店舗。快適に過ごせ
るカフェなども設置。

Smart+1

〈心躍るガレージライフ〉をテーマにスタートした
「GORDON MILLER」。ガレージユースやカー
インテリア、カーウォッシュなどのさまざまなプロ
ダクトを通して愛車のある"ガレージ"を中心に拡
張していくライフスタイルを提案します。

GORDON MILLER
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会社情報／株式情報

  会社概要 （2022年3月31日現在）   株式情報 （2022年3月31日現在）

社名 株式会社オートバックスセブン

本社 東京都江東区豊洲五丁目6番52号

創業 1947年2月

資本金 339億9,800万円

連結従業員数 4,388人

主な事業所 北日本事業部（宮城県仙台市）

関東事業部（千葉県市川市）

中部事業部（愛知県名古屋市）

関西事業部（大阪府大阪市）

南日本事業部（福岡県福岡市）

東日本ロジスティクスセンター（千葉県市川市）

西日本ロジスティクスセンター（兵庫県三木市）

発行可能株式総数 328,206,900株

発行済株式の総数 82,050,105株（自己株式4,076,661株含む）

株主数 64,309名

単元株式数 100株

上場証券取引所 東京証券取引所

監査法人 有限責任監査法人トーマツ

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

外部評価 • MSCI日本株女性活躍指数（WIN）
• 健康経営優良法人2022～ホワイト500～
•  「DBJ健康経営（ヘルスマネジメント）格付」

大株主の状況 株主名 所有株式数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,316 11.94

株式会社スミノホールディングス 4,243 5.44

公益財団法人在宅医療助成勇美記念財団 3,990 5.11

株式会社Ｋホールディングス 2,750 3.52

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,699 3.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（リテール信託口８２００７９２５２） 1,800 2.30

フォアマン協栄株式会社 1,560 2.00

住野泰士 1,384 1.77

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー ５０５２３４ 1,194 1.53

株式会社リブフィールド 1,000 1.28

（注）�１.持株比率は、自己株式を控除して算出しております。�
�２.持株数は千株未満を、また、持株比率は小数点第３位以下を、それぞれ切り捨てて表示しております。

所有株式数別
分布状況

■
■
■
■
■
■

個人・その他 36.13%
その他国内法人 25.10%
金融機関 20.90%
外国人 10.93%
自己名義株式 4.96%
証券会社 1.94%

所有者属性別
分布状況

■
■
■
■
■
■

個人・その他 98.71%
その他国内法人 0.74%
外国人 0.44%
金融機関 0.04%
証券会社 0.04%
自己名義株式 0.00%

※�所有株式数別分布状況・所有者属性別分布状況の割合は、�
小数点第３位以下を、それぞれ切り捨てて表示しております。

見通しに関する注意事項 
当レポートに記載している戦略や今後の事業展開など歴史的事実に基づいていない部分は、現
在入手可能な情報から得られた経営者の判断に基づいたものであり、実際は さまざまなリスク
要因の変化により異なる結果となることがあります。

報告対象期間
2022年3月期とし、必要に応じて当期間の前後についても掲載しています。
また、 2022年３月期から「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31
日)等を適用しています。2021年3月期までは、当該基準は適用していません。

参考にしたガイドライン
• IIRC「国際統合報告フレームワーク」　• GRIスタンダード　• 経済産業省「価値協創ガイダンス」
• 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

お問い合わせ先
株式会社オートバックスセブン（広報・IR部）

所在地 〒135-8717
 東京都江東区豊洲5-6-52 NBF豊洲キャナルフロント
TEL 03-6219-8718
E-mail investors@autobacs.com
URL https://www.autobacs.co.jp/
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